
物流を取り巻く現状について 
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０ 経済社会の構造変化と物流  
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＇1-1（我が国の実質ＧＤＰの推移 

■ バブル崩壊以降、我が国経済は低成長が続いている。 

実質ＧＤＰの推移 

＇年度（ 出典９内閣府「国民経済計算＇GDP統計（」 
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＇1-2（我が国の産業構造の変化 

■ 付加価値ベースでみても、中間投入を含めた経済活動全体でみても、ここ20年で製造業、建設業のシェ 
  ア減尐が顕著。 

経済活動別国内総生産＇名目（の推移 

＇暦年（ 

＇％（ 

出典９内閣府「国民経済計算＇GDP統計（」より作成 
注９総資本形成に係る消費税、帰属利子が含まれるため、 
  構成比の合計が100％とならない 

中間投入を含めた国内生産の産業別シェアの推移 

＇暦年（ 

出典９総務省「産業連関表」より作成 
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＇1-3（我が国の人口構造の変化①～人口減尐の推移と将来予測～ 

■ 日本の総人口はこれまで増加してきたが、2005年を境に減尐局面に。 
■ 今後、更に人口減尐が進み、2045年には1億人程度となる見通し。 
■ 尐子高齢化が急速に進行しており、2050年には総人口の約40％が65歳以上になる見通しであり、生産 
  年齢人口は2010年比約3,000万人減となる見通し。 

我が国の人口推移と将来予測 ＇万人（ 

予測 

出典９国立社会保障・人口問題研究所 
    1950年から2010年までの人口推移は、「人口統計資料集2012 年齢＇3区分（別人口及び増加率９1884～2010年」 
    2015年から2050年までの人口予測は、「日本の要来推計人口＇平成24年1月推計（ 総人口＋年齢3区分＇0～14歳＋15～64歳＋65歳以上（別人口 
    及び年齢構造係数９出生中位＇死亡中位（推計」 4 
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＇1-4（我が国の人口構造の変化②～三大都市圏及び地方圏の人口推移～ 

■人口減尐は、特に地方において顕著となる見通し。 

１／０／年比 
，０／－／％ 

１／０／年比 
，０６－２％ 

＇万人（ 
三大都市圏と地方圏の人口推移 

予測 

出典９1950年から2005年までの人口推移は、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2012 都道府県別人口９1920～2005年」 
    2010年の人口は、総務省「平成22年国勢調査 都道府県・市町村別統計表」 
    2015年から2035年までの人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口＇平成19年5月推計（について」 
注９地域区分は以下のとおり 
       三大都市圏９東京圏＇埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県（、名古屋圏＇岐阜県、愛知県、三重県（、大阪圏＇京都府、大阪府、兵庫県、奈良県（ 
       地方圏９三大都市圏以外の地域 5 
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＇1-5（国内貨物輸送量の推移＇トンベースの動向（ 

■ 近年の国内貨物輸送量はトンベースでは減尐傾向。特に砂利・砂・石材の減尐幅が大きい。 

国内貨物輸送量の推移＇トン（ 
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出典９国土交通省「自動車輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」、「内航船舶輸送統計年報」、「航空輸送統計年報」 より作成 

品目別輸送量の推移＇自動車、内航海運の合計（ 
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＇1-6（国内貨物輸送量(ﾄﾝ)と実質GDPとの関係 

■ 経済成長に伴い輸送量は増加すると思われてきたが、平成10年代は逆の傾向を示している。合計輸送

量及びトラック輸送量の減尐は、「砂利・砂・石材」、「廃棄物」、「その他窯業品」などの建設業関連の品目
が为な要因となっている。 

相関係数９-0.824 相関係数９-0.819 

相関係数９-0.804 
相関係数９-0.834 

出典９内閣府「国民経済計算＇GDP統計（」、国土交通省「自動車輸送統計年報」、「内航船舶輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」より作成 7 
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＇1-7（国内貨物輸送量の推移＇トンキロベースの動向（① 

■ 近年の国内貨物輸送量はトンキロベースではほぼ横ばい。 

国内貨物輸送量＇トンキロ（ 

＇億トンキロ（ 

出典９国土交通省「自動車輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」、「内航船舶輸送統計年報」、「航空輸送統計年報」より作成 
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＇1-8（国内貨物輸送量の推移＇トンキロベースの動向（② 

■ 輸送機関分担率では、自動車の分担率が上昇している。 

出典９国土交通省「自動車輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」、「内航船舶輸送統計年報」、「航空輸送統計年報」より作成 
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＇1-9（国内貨物輸送量(ﾄﾝｷﾛ)と実質GDPとの関係 

■ 平成13～19年の船舶輸送量の減尐は、「非鉄金属＇工業用（」、「金属」、「石油製品」など製造業関連の
品目が为な要因となっている。 

■ トラック輸送量は、ＧＤＰの成長に比例して増加傾向を示している。「食料工業品」、「日用品」などの伸び
が为な要因となっている。 

相関係数９0.189 相関係数９0.986 

相関係数９-0.726 相関係数９-0.478 

出典９内閣府「国民経済計算＇GDP統計（」、国土交通省「自動車輸送統計年報」、「内航船舶輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」より作成 10 
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＇1-10（自動車輸送における特種品の動向 

■ トンベースでは廃棄物の割合が多く、減尐量も多い。1990年と2009年の平均輸送距離をみると取り合わ 
  せ品を除き増加。  
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特種品の動向＇トン（ 

出典９国土交通省「自動車輸送統計年報」より作成      
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特種品の動向＇トンキロ（ 
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＇1-11（輸送機関別距離帯別輸送量 

■ トンベースでは100km未満の輸送が全体の3/4を占め、短距離の輸送ほど自動車のシェアが高く、長距 
  離ほど海運の占める割合が増える傾向。 

距離帯別輸送量の割合＇2007年度（ 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

～100km未満 

100～300km未満 

300～500km未満 

500～750km未満 

750～1,000km未満 

1,000km以上 

鉄道 海運 自動車 

輸送機関別距離帯別輸送量の割合＇2007年度（ 

76% 

11% 

5% 
4% 2% 2% 

～100km未満 100～300km未満 300～500km未満 

500～750km未満 750～1,000km未満 1,000km以上 

出典９国土交通省「貨物・旅客地域流動調査 分析資料」     
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＇1-12（地域間貨物量の推移 

■ トラックによる地域間貨物輸送の推移を見ると全体的に貨物量が減尐する中でも特に地方圏同士の貨 
 物量の減尐が顕著。  

地域間貨物量の推移 三大都市圏内における貨物量の推移 

出典９国土交通省「貨物・旅客地域流動調査 分析資料」  
注９地域区分は以下のとおり 
       三大都市圏９東京圏＇埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県（、名古屋圏＇岐阜県、愛知県、三重県（、大阪圏＇京都府、大阪府、兵庫県、奈良県（ 

7.34  

6.20  

4.77  

4.06  

4.99  

4.24  

0  

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

2000年度 2009年度 2000年度 2009年度 2000年度 2009年度 

＇億トン（ ＇億トン（ 

 
東京圏 

 
名古屋圏 

 
大阪圏 

30.9％減 

10.3％減 

15.6％減 

14.8％減 15.0％減 

 
地域間貨物量 

 

三大都市圏を含まな
い地域間貨物量 

 
三大都市圏を含む 

地域間貨物量 

22.9％減 
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＇1-13（我が国における道路網の展開 

■ これまで、高速道路整備、一般道路の舗装・改良等が確実に進められ、産業振興や貨物自動車交通の
広域化に寄与してきた。 

1977年4月＇2,022km（ 

2012年4月＇10,218km（ 

全体 供用 (進捗率) 

高規格幹線道路 約14,000キロ 10,218㎞ (73%) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

9,000  

10,000  
高規格幹線道路の供用延長 

一般道路の改良済延長 

自動車走行台キロ 

出典９道路統計年報,陸運統計要覧＇各年版（,自動車輸送統計年報＇2008年度分（,国土交通省資料 

＇億走行台キロ（ ＇km※（ 

高規格幹線道路 

一般道路 
＇改良済（ 

※一般道路の改良済延長は ×100km 

１／０１年３月末現在 

高規格幹線道路ネットワーク 
の拡充 
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＇1-14（高速道路による都市間連絡サービス水準の国際比較 

■ 都市間移動の速達性では、高速道路が未整備の地域で遅い傾向。諸外国と比して、我が国の都市間
の速達性は、全体的に低い水準にある。 

札幌

東京

仙台

大阪
広島

福岡

名古屋

70km/h以上 
60～70km/h 

50～60km/h 

40～50km/h 

40km/h未満 

フランス ７７km/h 

イギリス ６１km/h 

ドイツ ８／km/h 

韓国 ５／km/h 

凡例＜都市間連絡速度＞ 

都市間連絡速度：都市間の最短道路距離を最短所要時間で除したもの 
＜都市間の移動しやすさを表現＞ 

 最短道路距離は、都市間を結ぶ一番短いルートの距離 

 最短所要時間は、都市間を最速で結ぶルートの所要時間 

；都市間連絡速度の国際比較 ＇同程度の規模の都市間平均を比較（＝ 

；日本の都市間連絡速度 ＇プローブ実勢速度ベース（＝ 

９所要時間経路探索システム＇Google Maps（による 

対象都市 

９拠点都市※及び一定の距離離れた人口5万人以上の都

市及び为要港湾を国毎に設定 

※ 日本９都道府県庁所在地＇北海道９旧支庁（、ドイツ９州都、   

仏９地方圏庁所在地、イギリス９地域開発庁＇RDA（、中国９省都、直

轄市、韓国９特別市、広域市、道庁所在地 

所要時間 

ただし「日本＇プローブデータ等による（」、「韓国＇プローブ

データ等による（」は、民間プローブデータ等の実勢速度

による所要時間 

連
絡
速
度 

（km/h） 

90 88 73 72 60 51  59  

0  
20  
40  
60  
80  

100  

ドイツ フランス 中国 イギリス 韓国 日本 日本 
＇プローブデータ等

による（ 
＇プローブデータ等

による（ 15 



交通の諸問題に関する検討会＇第４回（資料を編集 

2005/1980 

最寄IC到達時間 

＇2005９分（ 

製造品出荷額 

(2005/1980) 

平均伸び率 

０／分未満 2.37 

０／～１／分 2.69 

１／～２／分 2.54 

２／分以上 1.85 

＇1-15（産業基盤の維持・経済発展に寄与する幹線道路網 

■ 各地域の経済・産業の発展を、物流の大宗を担う高速道路網の整備が支えてきた。 

資料９製造品出荷額は全国各県の工業統計調査から 
   商業年間販売額は商業統計調査から 
   市区町村データは、2009年3月31日時点の市区町村で整備 
   最寄IC到達時間は「NITAS」から算出 

製造品出荷額の推移＇2005/1980（と幹線道路網の整備状況 
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21.4
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34.8

29.2
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11

15.6

23.3

20.2

15.4

17.4

20.5

22.2

23.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1965～1967年
＇昭和40～42年（

1974～1976年
＇昭和49～51年（

1984～1986年
＇昭和59～61年（

1994～1996年
＇平成6～8年（

2004～2006年
＇平成16～18年（

100ｋｍ以下 101～300km 301～900km 901km超

●東京市場の野菜出荷額における東京からの距離帯別シェア 

注０ 
 ・100km以下＇千葉、埼玉、東京、神奈川) 
 ・101～300km＇福島、茨城、栃木、群馬、 
  山梨、静岡、長野（ 
 ・900km以上＇北海道、山口、愛媛、高知、 
  九州7県（ 
 ・301～900km＇その他の府県（ 
注１ 沖縄県および外国からの入荷高を除く 
 

出典９東京都中央卸売市場資料 

東京都中央卸売市場に 
入荷する生鮮食料品の 

平均輸送距離は増加。 

供用中の 
高規格幹線道路 

供用中の 
高規格幹線道路 

1975年 2010年 
関東近県からの入荷が中心 青森県や熊本県など遠

方の産地による 
シェアが拡大 

●東京市場に入荷するトマトの道府県別シェア 

と高規格幹線道路ネットワーク 

120km 

373km 

0 

100 

200 

300 

400 

1965 1975 1985 1995 2005 2010 

●東京市場に入荷するトマトの生産地からの 

平均輸送距離＇年間（ 

出典９「東京都中央卸売市場統計年報」 

＇ｋｍ（ 

＇1-16（流通の広域化と幹線道路網 

■ 高速道路網の整備に伴い、農産物の流通が広域化してきている。 

交通の諸問題に関する検討会＇第４回（資料を編集 17 



＇1-17（尐量多頻度輸送の進展①～1件あたりの流動ロットの推移～ 

■ 貨物1流動当たりの重量は減尐しており、貨物1流動当たり重量0.1トン未満の割合が増加している。 

5.00  
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1.67  
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0.85  
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0.28  

0.20  0.18  0.23  
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1990 1995 2000 2005 2010 

化学工業品 

合計 

金属機械工業品 

軽工業品 

雑工業品 

貨物1流動当たり重量の推移＇トン．件（ 

＇トン（ 

貨物1流動当たり重量の推移＇トン．件（【トン内訳】 

出典９国土交通省全国貨物純流動調査＇物流センサス（ 
    左表９品類品目別流動量・流動ロット，重量・件数， 
    右表９品類品目・流動ロット階層別流動量＇代表機関別（，件数， 

75.1% 

68.7% 

63.6% 

57.9% 

55.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

2010 

2005 

2000 

1995 

1990 

0.1トン未満 0.1～0.5トン未満 0.5～1トン未満 1～3トン未満 

3～5トン未満 5～7トン未満 7～10トン未満 10トン以上 
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＇1-18（尐量多頻度輸送の進展②～配達日時指定の推移～ 

■ 着産業別でみると、「時間指定」、「午前午後で指定」の割合が増加傾向にある。流動ロット別でみると、 
  小ロットの場合は時間単位で指定する割合が増加傾向であり、大ロットの場合は時間指定の割合は一 
  定で推移している。 

配達日時指定の割合＇着産業別件数ベース（ 

製造業 卸売業 小売業 サービス業 個人 

配達日時指定の割合＇流動ロット別件数ベース（ 

0.1トン未満 0.1～1トン 1～5トン 5～10トン 10～50トン 

出典９国土交通省全国貨物純流動調査＇物流センサス（ 
    左表９到着日時指定の状況 为要着産業別＇件数ベース（ 
    右表９到着日時指定の状況 流動ロット階層別＇件数ベース（ 19 



＇1-19（宅配便・通信販売業界の成長 

■ 宅配便は、インターネットの普及を背景とした通信販売の需要拡大とともに取扱個数を増やしている。 
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宅配便合計 宅配便合計＇郵便除く（ 

宅配便取扱個数の推移 

＇億個（ 
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＇兆円（ 

通販市場の売上高推移 

出典９国土交通省平成23年度宅配便等取扱実績関係資料 
注９2007年度から郵便事業(株)の取扱個数も計上している 

出典９公益社団法人日本通信販売協会「2010年度通販市場売上高調査」 
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＇1-20（消費者目線の流通政策 ～買い物弱者対策～ 

○「地域生活インフラを支える流通のあり方研究会」のとりまとめ（平成22年5月)を受けて以
下の取組みを実施。 

 

、 

12.0

9.5

7.0
5.4 5.0

16.60

7.80 7.508.2

11.6

5.20

9.20
8.40

10.00

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

日
常

の
買
物

に
不
便

医
院

や
病
院

へ
の
通
院

に
不
便

交
通
事
故

に
あ

い
そ
う

で
心
配

交
通
機
関

が
高
齢
者

に

は
使

い
に
く

い

、
ま
た

は
整
備

さ
れ

て

い
な

い

近
隣
道
路

が
整
備

さ
れ

て

い
な

い

散
歩

に
適

し
た
公
園

や

道
路

が
な

い

図
書
館

や
集
会
施
設

な

ど
の
公
共
施
設

が
不
足

％
H13

H０６

出典９：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」平成17年度 

全国の５／歳以上の男女3000人にアンケートで「地域の不便な点」を聞
いたところ、「日常の買物に不便」という声が大きい。 

○流通機能や交通網の弱体化により、食料品等の日
常の買い物が困難な状況に置かれている人々のこ
と。その数は600万人程度※と推計。 

 
※ 60歳以上の高齢者数3,717万人に右の調査結果で日常の 
  買物に不便と回答した割合（16.6%）を乗じて算出。 
   なお、平成22年度の内閣府による調査結果では、「日常の買
物に不便」と回答した割合は17.1%に増加。仮に買物弱者数を
推計すると680万人程度。 

＇０（買い物弱者とは 

＇１（経済産業省における買い物弱者支援 

①買い物弱者支援の先進事例とその工夫のポイントをまとめた「買い物弱者応援マニュアル」（第1版：
平成22年12月、第2版：平成23年5月）公表。 

②地域の多様な主体が連携して行う買い物弱者の利便性を高める取組を支援（平成22年度）。 
  （例：中山間地域における住民共同出資によるミニスーパー事業 等） 

③全国の地方自治体で実施している買い物弱者に対する支援制度等をとりまとめ、公表。 
 （第1回：平成23年5月、第2回：平成24年3月） 
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＇1-21（食料品アクセス問題の現状 

■ 飲食料品店の減少、大型商業施設の郊外化等に伴い、都市部においても、高齢者を中心に食料 
 品の購入や飲食に不便や苦労を感じる「食料品アクセス問題」が顕在化。 
■ 農林水産省の試算によると、生鮮食料品店までの距離が５００m以上、かつ自動車を持たない人 
 口は９１０万人、うち６５歳以上は３５０万人にのぼり、特に高齢者に大きな負担。 
■ 全国の市町村の約７５％が現時点で「何らかの対策が必要」と考えており、そのうち対策を実 
 施している市町村は約５７％。他方、２７％の市町村が対策の検討にさえ着手できていない状
況。 
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全国 三大都市圏 東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

全年齢 65歳以上

○生鮮食料品店までの距離が500m以上で、かつ自動車を持たない人口 ○対策を必要とする市町村の割合 

○対策を必要とする市町村の対策の実施状況 

万人 

75.3% 

24.7% 
何らかの対策が必要＇あ

る程度必要を含む（ 

対策は必要ない＇あまり

必要ないを含む（ 

810 

265 

350 

910 

56.8% 16.2% 

27.0% 

対策を実施している 

対策を検討している 

実施も検討もしていない 
131 

219 

出典９農林水産省農林水産政策研究所「食料品アクセス問題の現状と対応 
    方向」 ＇平成23年8月2日公表（ 

出典９農林水産省｢食料品アクセス問題に関するアンケート調査｣  
    (平成23年11月実施) 
 

460 
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＇1-22（食料品アクセス問題への対応 

■ 市町村が実施している対策としては｢コミュニティバス、乗合タクシーの運行に対する支援｣が73％と最も高く、対策実施市町村 
 のうち、民間事業者の参入内容としては、｢宅配・御用聞き・買い物代行サービス等｣が70％と最も高い。 
■ 対策を実施している市町村では、未実施の市町村に比べて民間事業者の参入割合が高い傾向（民間事業者参入割合:対策実施市町 
 村75％、未実施市町村56％）。 
■ 農林水産省は、関係府省・団体の施策や取組等について、ワンストップでの情報提供を実施するため、｢食料品アクセス問題ポー 
 タルサイト｣を開設(６月末)。さらに、民間事業者等による地域の実態に応じた改善策の策定を支援。 
■ 本問題は基本的には地域で取り組むべき課題であるが、本格的な高齢社会を迎えるに当たり、食料の安定供給、高齢者の健康と 
 栄養問題、地方公共交通の脆弱化等の観点から、国においても関係府省が連携して取り組んでいく必要。 

○市町村の対策の実施内容 

農林水産省 

食料品へのアクセ
ス満足度を指標化
＇500mメッシュ（、先

進事例集等 

経済産業省 

先進事例とその
工夫のポイントを
まとめた「買い物
弱者応援マニュア

ル」等 

厚生労働省 

「見守り・買物支
援」を必要とする

人へのサポート体
制を構築＇安心生
活創造事業（等 

内閣府、総務
省、関係団体等
の関連施策・取

組 

国土交通省 

ニーズに応じた交
通手段の確保・維
持を支援＇地域公

共交通確保維持事
業（等 

農林水産省＇農林

水産政策研究所（ 

「食料品アクセス

マップ」＇直線距離

で500m以上の人口

を表示（等 

72.8% 

27.2% 

24.1% 

13.3% 

7.4% 

5.9% 

9.6% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 

コミュニティバス等に対する支援 

空き店舗対策等に対する支援 

宅配・買い物代行等に対する支援 

朝市・青空市場等に対する支援 

移動販売車に対する支援 

共食・会食等に対する支援 

その他 

○対策実施市町村における民間事業者の参入内容 

＇複数回答が含まれる（ 

＇複数回答が含まれる（ 

70.4% 

42.9% 

22.3% 

17.1% 

13.6% 

6.1% 

2.6% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 

宅配・買い物代行サービス等 

移動販売車の導入・運営 

朝市・青空市場等の運営 

コミュニティバス、乗合タクシー等 

空き店舗等への出店、運営 

共食・会食等の共同食事サービス 

その他 
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＇1-23（物流事業者による地域での取組 

■ 高齢者の多い地域などにおいて、買い物支援や高齢者の見守りなど、各地域で行政、物流事業者の連 
  携による取組がされている。  

中山間集落見守り活動協定＇鳥取県（ 

活動内容９事業者が市町村及び県との間で「中山間集落見守り活動協定」を締結し、ドライバーが業務 
      中に気づいた異変を市町村窓口に通報。 

※鳥取県とっとり暮らし支援課HPより 

買い物支援と高齢者見守りシステム「絆ONE」＇岩手県西和賀町（ 

活動内容９ 

 社協が高齢者からの買い物注文を取りまとめ、
協力スーパーで商品を用意、物流事業者がその
商品を高齢者宅に配達しながら安否確認と気づき
情報を社協・ご家族に送信。 

 さらに、高齢者がご自宅に設置された呼び出し
ボタンを押すと、物流事業者のコールセンターに
繋がり、高齢者からの相談を関係機関に取り次ぐ
などの「絆ONE」サービスを導入。 

※厚生労働省「安心生活創造事業成果報告書」、西和賀町社会福祉協議会提供資料より作成 
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＇1-24（成長する定温物流 

■ 定温・低温輸送が必要となる医薬品、冷凍食品の販売額、消費量が拡大している。 

4.69 

5.86 6.09 

7.01 

7.98 

0  

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

1990 1995 2000 2005 2010 

卸医薬品販売額の推移 
＇兆円（ 

出典９社団法人日本医薬品卸業連合会「卸医薬品販売額に占める 
    医療用・一般医薬品の年次別推移」より作成 
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50 
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国内生産量 冷凍野菜輸入量 調理冷凍食品輸入量 

冷凍食品の国内消費量推移 
＇万トン（ 

出典９社団法人日本冷凍食品協会「国内消費量推移」より作成 
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＇1-25（企業の物流コストの推移 

■ 売上高物流コスト比率は、2000年代前半まで低下傾向の後、近年はおおむね5％弱の水準で推移。 
■ 支払形態別の物流コスト構成比をみると、自家物流費が減尐し、子会社以外の物流事業者への支払い 
  が増加の傾向。  
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＇％（ 

＇回答数（ ＇142（     ＇195（     ＇220（     ＇288（     ＇301（     ＇303（     ＇286（     ＇217（     ＇220（     ＇190（     ＇194（     ＇225（     ＇211（     ＇210（     ＇201（     ＇201（     ＇198（     ＇198（  

支払形態別構成比の推移 

出典９ＪＩＬＳ「2011年度物流コスト調査報告書＇概要版（」     
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＇1-26（物流賃貸施設のニーズの高まり 

■ 物流施設に対するニーズの変化＇集約化・大型化・効率化への対応（、企業資産の圧縮や資金効率の 
  向上、不動産証券化制度の整備の進展などにより、物流施設の賃貸の動向は、世界同時不況の影響で 
  一時下落したものの、最近は増加傾向といわれている。 

出典９第4回東京都市圏物資流動調査＇平成15年（ 
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発注者別の倉庫・流通施設建設工事受注額の推移 

出典９国土交通省「建設工事受注動態統計調査＇大手50社調査（」より作成 

＇億円（ 東京都市圏における開設年代別物流施設の土地所有形態 

29  42  
253  342  
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証券化の対象となる用途が倉庫である不動産の取得実績の推移 

＇億円（ 

出典９国土交通省「不動産証券化実態調査」より作成 27 



＇1-27（物流事業における従業員年齢構成の変化 

■ トラックドライバーの年齢構成は、我が国の年齢階級別労働力人口の変化に比べ、急激に29歳以下の 
  比率が低下している。 
■ 内航海運における船員の年齢構成は、50歳以上の比率が高くなっている。 

物流業界における年齢構成の変化 

出典９我が国の年齢階級別労働力人口比率は、総務省統計局「年齢階級別労働力人口」より作成 
     トラックドライバーの年齢構成は、公益社団法人全日本トラック協会「トラック運送事業の賃金実態」より作成 
     内航海運における船員の年齢構成は、国土交通省「船員需給総合調査結果報告書」より作成 
    JR貨物の年齢構成は、JR貨物提供資料より作成 
注９トラックドライバー＇普通（は、最大積載重量5トン未満の車に乗務している方、＇大型（は、最大積載重量5トン以上の車に乗務している方を指す。 
  内航海運とJR貨物の年齢階級は、「30歳以下、31～40歳、41～50歳、51歳以上」に区分されている。 

我が国の年齢階級
別労働力人口比率 

トラックドライバーの
年齢構成＇大型（ 

内航海運における船
員の年齢構成 

トラックドライバーの
年齢構成＇普通（ 

JR貨物の年齢構成 
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＇1-28（トラック事業に対する労働環境について 

■ 道路貨物運送業は2010年の年間実労働時間が2,209時間であった。これに対して全産業平均の年間実 
  労働時間は1,754時間であり、道路貨物運送業と全産業との年間実労働時間の差は、454時間に達してい 
    る。 
■ また、大半が零細事業者であるため、平均月間収入をみると、道路貨物運送業は296,424円であり、全 
    産業平均317,321円に比べると20,897円低い水準にある。 
■ さらに、平均月間収入を月間労働時間で除した時間当たり賃金で見ると、道路貨物運送業は1,610円と 
    なる。全産業平均2,170円と比較すると、560円低い水準にある。 

常用労働者０人平均月間実労働時間数 

※厚生労働省「毎月勤労統計調査年報」 

常用労働者０人平均平均給与 

29 ※厚生労働省「毎月勤労統計調査年報」 ＇事業所規模5人以上（ 
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79.4% 

6.7% 
13.9% 

現在待機することがある 

以前待機することがあったが、現在はない 

これまで、待機することは全くない 

44.6% 

8.0% 

47.5% 

「付帯作業」がある 

以前は「付帯作業」があったが、現在はない 

以前から「付帯作業」は全くない 

付帯作業に係る費用負担とリスク負担について 
 書面契約した。 
付帯作業について研修等で技能を身につけるこ 
 とにより料金収受ができるようになった。 

＇1-29（輸送機材の回転率向上等に資する取組について＇トラック輸送関連（ 

■ トラックが、指定された場所に到着してから荷物の積込み、荷下ろしを行うまでの待ち時間＇手待ち時間（の長さが、トラックの 
  運行効率を下げる一因となっており、その改善が課題となっている。 
■ また、契約に定められていない業務＇倉庫内荷役、清掃等（をドライバーが無償で行う事例があり、その解消に向けて契約内 
  容の適正化が課題となっている。 
■ こうした課題の解決には、荷为、元請事業者、下請事業者が協働して取り組むことが重要であり、国土交通省では「トラック 
  輸送適正取引推進パートナーシップ会議」を通じ取組の促進を図っている。 

手待ち時間について 

※１／０１年７月５日トラック輸送適正取引パートナーシップ会議「トラック運送取引に係る課題解決に向けた検討」より抜粋 

トラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議 

荷为等と連絡を密にとり、ドライバーの出庫時間 
 の調整を行った。 
同じ荷为のところに出入りしている複数の事業者 
 が協力し、荷为に要請を行うことにより手待ち金が 
 半年収受でき、その後、荷为が人員を増やすなど 
 の対策がとられ手待ち時間が短縮された。 

付帯作業について 

現状 改善事例 

現状 改善事例 

独禁法、下請法の未然防止等を含め、広く荷为、元
請事業者、下請事業者の協働による適正取引の推進
を図るため、学識経験者、行政、関係事業者等を構
成メンバーとするパートナーシップ会議を中央及び地
方ブロック等毎に設置 

本省パートナーシップ会議 

・ 地方パートナーシップ会議の検討結果を踏まえ、荷
为と貨物運送事業者との間の取引において、業務範
囲、責任、運送条件等の内容が不明確であり適正化が
急務であることから、平成１３年度のパートナーシップ会
議においては、各課題への有効な改善策として運送契
約の書面化について協議し、これを推進していくこととさ
れたところである。 

地方パートナーシップ会議 

・ 平成１２年度においては、トラック運送取引に係る個
別課題＇手待ち時間の発生、契約に基づかない付帯作
業の要求等４課題（について事業者ヒアリング等に基づ
く具体的な改善方策の検討を実施 

最近の取組状況 
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＇1-30（我が国における国内物流と国際物流 の比較  

■ 国内における貨物輸送量はおおむね減尐傾向にある。一方、アジア諸国の経済成長に伴い、我が国の
国際貨物輸送量はおおむね増加傾向にある。 

＇出典（国土交通省 総合政策局 情報政策課「自動車輸送統計」、「鉄道輸送統計」、 

    「内航船舶輸送統計」、「航空輸送統計」より作成 

＇出典（国土交通省航空局「日本出入航空貨物路線別取扱実績」 、 
     財務省「貿易統計」より作成 
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＇1-31（日本の貿易の特徴  

■ 金額ベースではおおむね輸出が輸入を上回って推移。一方、貨物重量ベースでは一貫して輸入が輸出
を大きく上回り、原材料を輸入し、製品を輸出している状況。  

＇暦年（ 

＇出典（財務省「貿易統計」 

＇年度（ 

＇兆円（ ＇億トン（ 

＇出典（国土交通省航空局「日本出入航空貨物路線別取扱実績」 、 
     財務省「貿易統計」より作成 
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２０１１年の貿易額内訳 

中国、韓国、ASEANで６５．２兆円（４８．８％） 

１９９５年～２０１１年の相手国別貿易額の推移 

＇兆円（ 

＇暦年（ 

逆転 

 貿易総額 
１３３.７兆円 

＇1-32（日本の貿易相手国の変化  

■ ０８８４年から１／００年で中国との貿易額は約２倍に増加しており、１／／２年以降は、米国を逆転し我が
国の貿易相手国トップ。  

■ 現在、貿易額では、中国、韓国、ASEANで約４割を占めている状況。 

12.4兆円 
＇16.9％（ 

37.0兆円 
＇27.7％（ 

＇出典（財務省「貿易統計」 

中国 韓国 ASEAN10ヶ国 米国 EU27ヶ国 その他 

中国 
37.0兆円 
＇27.7％（ 

韓国 
8.4兆円＇6.3％（ 

ＡＳＥＡＮ10カ国 
19.8兆円 
＇14.8％（ 

米国 
15.9兆円 
＇11.9％（ 

ＥＵ27カ国 
14.0兆円 
＇10.5％（ 

その他 
38.5兆円 
＇28.8％（ 
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＇1-33（品目別輸出入額＇金額ベース（  

■ 輸出は自動車、半導体等電子部品等の機械類が上位を占める。  
■ 輸入は原油及び粗油、液化天然ガス、石炭等が上位を占める。  

輸出（65.5兆円：2011年） 輸入（68.1兆円：2011年） 

自動車 

12.5% 

鉄鋼 

5.7% 半導体等 

電子部品 

5.4% 

自動車部品 

4.6% 

原動機 

3.5% 

プラスチック 

3.3% 

科学光学機器 

3.2% 
船舶 

3.1% 

有機化合物 

2.9% 

電気回路等

の機器 

2.6% 

その他 

53.1% 

原油及び粗油 

16.8% 

液化天然ガス 

7.0% 

衣類・ 

同付属品 

3.8% 
石炭 

3.6% 

石油製品 

3.3% 
非鉄金属 

2.7% 

半導体等 

電子部品 

2.6% 

医薬品 

2.5% 

鉄鉱石 

2.5% 

電算機類 

2.4% 

その他 

52.9% 

＇出典（財務省「貿易統計」 
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＇1-34（日本の为な輸出品目及び輸入品目＇金額ベース（の推移 

为な輸出品目 

順位 1990年 2000年 2005年 2011年 

1 自動車 17.8% 自動車 13.4% 自動車 15.1% 自動車 12.5% 

2 事務用機器 7.2% 半導体等電子部品 8.9% 半導体等電子部品 6.7% 鉄鋼 5.7% 

3 半導体等電子部品 4.7% 事務用機器 6.0% 鉄鋼 4.6% 半導体等電子部品 5.4% 

4 映像機器 4.5% 科学光学機器 5.1% 自動車部品 4.3% 自動車部品 4.6% 

5 鉄鋼 4.4% 自動車部品 3.6% 科学光学機器 3.8% 原動機 3.5% 

6 科学光学機器 4.0% 原動機 3.2% 原動機 3.3% プラスチック 3.3% 

7 自動車部品 3.8% 鉄鋼 3.1% 有機化合物 2.9% 科学光学機器 3.2% 

8 原動機 2.7% 映像機器 2.7% 映像機器 2.7% 船舶 3.1% 

9 音響機器 2.3% 有機化合物 2.3% プラスチック 2.6% 有機化合物 2.9% 

10 通信機 2.1% プラスチック 2.0% 電気回路等の機器 2.6% 電気回路等の機器 2.6% 

順位 1990年 2000年 2005年 2011年 

1 原油及び粗油 13.5% 原油及び粗油 11.8% 原油及び粗油 15.5% 原油及び粗油 16.8% 

2 魚介類 4.5% 事務用機器 7.1% 衣類、同付属品 4.3% 液化天然ガス 7.0% 

3 石油製品 4.1% 半導体等電子部品 5.2% 半導体等電子部品 4.1% 衣類、同付属品 3.8% 

4 衣類 3.7% 衣類、同付属品 5.2% 電算機類 3.6% 石炭 3.6% 

5 木材 3.2% 魚介類 4.0% 液化天然ガス 3.5% 石油製品 3.3% 

6 液化天然ガス 2.8% 液化天然ガス 3.4% 音響映像機器 2.8% 非鉄金属 2.7% 

7 自動車 2.7% 科学光学機器 2.3% 魚介類 2.7% 半導体等電子部品 2.6% 

8 石炭 2.6% 石油製品 2.3% 石炭 2.7% 医薬品 2.5% 

9 事務用機器 2.2% 肉類 2.3% 石油製品 2.6% 鉄鉱石 2.5% 

10 肉類 2.1% 音響映像機器 2.1% 非鉄金属 2.6% 電算機類 2.5% 

为な輸入品目 

35 ＇出典（財務省「貿易統計」 



重量ベース 金額ベース 

＇年度（ 

＇％（ 
＇％（ 

合計 
８億０＋７３６万㌧ 

＇１／０／年度（ 

海上輸送 
８億０＋４３４万㌧ 

＇８８－６％（ 

航空輸送 
２／１万㌧ 
＇／－２％（ 

合計 
０２／兆１／４／億円 

＇１／０／年度（ 

＇年度（ 

航空輸送 
２２兆３＋００／億円 

＇１４－６％（ 

海上輸送 
８５兆６＋８３／億円 

＇６３－２％（ 

＇1-35（海上輸送と航空輸送  

■ 重量ベースでは99%以上が海上輸送であるが、航空輸送は軽量かつ高額なものを中心に利用 
  され金額ベースでは25％を占める。  

90 
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海上輸送 

航空輸送 

100 
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海上輸送 

航空輸送 

０３０－７％ 

０６／－６％ 
０／６－３％ 

０６３－５％ 

＇出典（ ＇財（日本関税協会「外国貿易概況」より作成 ＇出典（国土交通省航空局「日本出入航空貨物路線別取扱実績」 、財務省「貿易統計」より 
     作成 36 



＇1-36（品目別輸出入貨物量＇重量ベース、海上輸送（ 

■ 輸出について品目別にみると 、金属機械工業品＇57%（、化学工業品＇化学薬品、塗料・染料、セメントな
ど 23%（が大きな割合を占める。 

■ 輸入について品目別にみると、 鉱産品＇56%（、化学工業品＇液化天然ガス、液化石油ガスなど 22%（が大
きな割合を占める。 

 

【輸出】 【輸入】 

＇億トン（ ＇億トン（ 

＇出典（国土交通省総合政策局情報政策本部「港湾統計＇年報（」 

※2010年の各品目の輸出貨物量又は輸入貨物量が、合計の輸出貨物量又は輸入貨物量に占める割合 
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分類不能のもの 

特殊品 

雑工業品 

軽工業品 

化学工業品 

金属機械工業品 

鉱産品 

林産品 

農水産品 

＇暦年（ ＇暦年（ 
37 



＇出典（Fearnleys 「Review」より国土交通省港湾局作成 

推
計 

予
測 

予
測 

＇兆ﾄﾝﾏｲﾙ（ 

4.4 
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73:第一次石油ショック 
79:第二次石油ショック 

85 ９プラザ合意 

67:第三次中東戦争 

82９OPEC大幅減産 

83 ９WTI先物取引開始 
＇スポット市場創設（ 

01９中国WTO加盟 

95９WTO発足 

１／／８年１月時点の予測 
33.3 

32.6 
32.7 

31.4 

30.1 

28.4 

26.8 

25.1 

23.5 

22.9 
21.8 

21.3 
21.3 

20.1 

18.5 
18.0 

17.5 

17.6 

19.4 

23.1 

その他＇コンテナ含む（ 

石油製品 

原油 

鉄鉱石 

石炭 

穀物 

バルク貨物 

＇1-37（世界の海上荷動き量 

■ オイルショック後を除き、基本的に拡大基調。 
■ 中国のWTO加盟後は急激に上昇。 

38 



＇暦年（ 

＇%（ ＇億トン（ 

＇出典（港湾統計＇年報（より 
国土交通省総合政策局物流政策課作成 

【港湾取扱輸出入貨物量に占めるコンテナの割合】 

＇1-38（高まるコンテナ化率  

■ 日本を出入りする海上貨物に占めるコンテナ貨物の割合は年々増加。 
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億TEU

その他

欧州

北米

日本

アジア

○アジア９韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア 
○北米９アメリカ、カナダ 
○欧州９イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク 
○その他９日本と上記以外 

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移 
１／０／年 

全世界 

日本 

アジア 
＇日本含まず（ 

１億２＋０５８万ＴＥＵ ４億／＋２４０万ＴＥＵ 

０＋２０２万ＴＥＵ ０＋７６４万ＴＥＵ 

８＋１１６万ＴＥＵ １億３＋３０６万ＴＥＵ 

１－１倍 

０－３倍 

１－５倍 

TEU(twenty-foot equivalent unit)９国際標準規格＇ＩＳＯ規格（の20フィート・コンテナを０とし、40フィート・コンテナを１として計算する単位  

１／／／年 

＇出典（各年のContainerisation International Yearbook, CI Online  
             Containerisation International September 2011より国土交通省港湾局作成 

※’10は暫定確定値 

アジアの港湾 

１億３＋３０６万ＴＥＵ 
アジアの港湾 

８＋１１６万ＴＥＵ 

※ 

注（国際貿易と国内貿易の合計。ただし、日本全体の取扱貨物量はContainerisation Internationalで収集される 
   为要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。 
   なお、日本の全てのコンテナ取扱港湾における取扱個数＇外内貿計（は、1490万TEU＇2000年（から 
   2045万TEU＇2010年（に、10年間で1.4倍に増加している。＇港湾統計より（ 

＇1-39（アジアのコンテナ荷動き量 

■ 世界全体のコンテナ荷動き量におけるアジアのシェアは増加し、約50％を占める。 

40 

＇    （ 



＇1-40（国際海上コンテナの規格別の現状 

■ 国際海上コンテナの国際的なシェアとしては、40ft背高コンテナの利用が伸びる傾向。 
■ 45ftコンテナについても、アメリカ，中国の航路などで利用されている状況。 
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資料９Market Analysis WORLD CONTAINER CENSUS 2010(Informa)のﾃﾞｰﾀを元に国総研港湾研究部作成

15178

10200

5355

513

9841

5809
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7458

579

96

3416

3010

予測値

40FT

＇背高（

45FT

国際海上コンテナの国際シェアの推移と諸元 

Market Analysis WORLD CONTAINER CENSUS (2010)のデータを基に国総研港湾研究部作成 

41 
＇出典（国総研資料No.478「コンテナサイズに視点をおいた国際海上コンテナ輸送に関する基礎的分析」から作成 

規格
サイズ

＇長さ×幅×高さ（
内容積
＇㎥)

最大総重量
(㎏（

最大積荷重量
(㎏（

20ft  19'10"1/2(6,058mm)×8'0"＇2,438mm（×8'6"＇2,591mm（ 33.0 30,480 28,080

40ft  40'0"(12,192mm)×8'0"＇2,438mm（×8'6"＇2,591mm（ 67.7 30,480 26,670

40ft背高  40'0"(12,192mm)×8'0"＇2,438mm（×9'6"＇2,896mm（ 76.0 30,480 26,510

45ft  45'0"(13,716mm)×8'0"＇2,438mm（×9'6"＇2,896mm（ 86.0 30,480 25,680



【アジア为要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】 

０８７／年 １／００年＇速報値（ 
＇単位９万ＴＥＵ（ 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
2,994 

92 

東京湾 
763 
135 

大阪湾 
475 
171 

釜山 
1,618 

63 
上海 
3,150 

5 

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数 
（単位：万ＴＥＵ） 

2011年（上段） 

1980年（下段） 

[注] 国際貿易と国内貿易の合計 
   ＇ （内は2010年の順位 
   大阪港については2010年の取扱量 

＇出典（Containerisation Ｉnternational Yearbook1982 
      Containerisation International September 2011、March 2012をもとに国土交通省港湾局作成      

※東京湾は東京港・横浜港、 
大阪湾は大阪港・神戸港。 

TEU (twenty-foot equivalent unit)９ 
  国際標準規格＇ＩＳＯ規格（の 
  20 フィート・コンテナを０とし、 
  40 フィート・コンテナを１として 
  計算する単位。 

深圳 
2,257 

― 

香港 
2,440 
146 

広州 
1440 
― 

寧波 
1,469 

― 

青島 
1302 
― 

港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 195 1 (1) 上海 3,150

2 ロッテルダム 190 2 (2) シンガポール 2,994

3 香港 146 3 (3) 香港 2,440

4 神戸 146 4 (4) 深圳 2,257

5 高雄 98 5 (5) 釜山 1,618

6 シンガポール 92 6 (6) 寧波 1,469

7 サンファン 85 7 (7) 広州 1,440

8 ロングビーチ 82 8 (8) 青島 1,302

9 ハンブルク 78 9 (9) ドバイ 1,300

10 オークランド 78 10 (10) ロッテルダム 1,190

… ･

13 横浜 72 ･

… 27(25) 東京 455

16 釜山 63

… 40(36) 横浜 308

18 東京 63

･ 47(48) 名古屋 255

･

39 大阪 25 49(47) 神戸 247

※大阪港は上位50位以下のため順位不明

46 名古屋 21 - (56) 大阪 (228)

＇1-41（アジア为要港におけるコンテナ取扱量 

■ アジア为要港におけるコンテナ取扱個数の伸びが非常に大きい。 

42 



＇1-42（欧米基幹航路コンテナ船の年間寄港回数の推移 

■ 国際的な基幹航路の我が国寄港回数は、減尐傾向。一方で、上海への寄港回数は急伸。 
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寄港便数．週 
アジア为要港に寄港する
基幹航路の便数は増加
または横這い 

我が国に寄港する 
基幹航路の便数は減尐 

ここでの「基幹航路」は、北米航路、欧州航路を指す。 

＇出典（国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 ０８８４の値は前年＇０８８３年（の００月現在の値  その他の値も同様に前年００月の値 

2012年 
東京港＊横浜港 
31航路 

  香港  シンガポール  上海    釜山     東京     横浜    名古屋    大阪     神戸 
95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 

2012年 
名古屋港 
13航路 

2012年 
大阪港＊神戸港 
17航路 



＇1-43（コンテナターミナル規模の国際比較 

■ 世界の大規模コンテナターミナルの面積は、横浜港＇南本牧ふ頭（の数倍の規模。 

44 

 ＇単一オペレーターの運営による区画を同一縮尺で比較（ 
0       500       1,000m                  コンテナターミナルの規模 

＇出典（2012年版国際輸送ハンドブック、各港公表計画等をもとに国土交通省港湾局作成 

ハンブルク港 
CTB & CTH 

バース延長９2,080m 

ガントリークレーン９21基 

ターミナル面積９140ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.5倍（ 

バース延長９2,850m 

ガントリークレーン９27基 

ターミナル面積９140ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.5倍（ 

ロングビーチ港 
Pier T 

バース延長９1,524m 

ガントリークレーン９14基 

ターミナル面積９156ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.9倍（ 

香港港 
HIT(CT4,6,7,9) 

バース延長９4,292m 

ガントリークレーン９43基 

ターミナル面積９111ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の2.8倍（ 

横浜港 
南本牧ふ頭 

バース延長９700m 

ガントリークレーン９5基 

ターミナル面積９40ha 

シンガポール港 
Pasir Panjang  Terminal 

Ｐａｓｉｒ Ｐａｎｊａｎｇ Ｔｅｒｍｉｎａｌ 
＇ＰｈａｓｅⅠ（ 

バース延長９7,900m 

ガントリークレーン９87基 

ターミナル面積９335ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の8.3倍（ 

＇ＰｈａｓｅⅡ（ 

釜山新港 
North Container Terminal(PNC) 

バース延長９2,000m 

ガントリークレーン９18基 

ターミナル面積９約85ha 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の2.1倍（ 

上海港 
洋山コンテナターミナル 

バース延長９3,000m 
ガントリークレーン９34基 
ターミナル面積139ha 
 

＇横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.1倍（ 

０２   供用中       計画 

名古屋港 
飛島ふ頭南 

バース延長９750m 

ガントリークレーン９6基 

ターミナル面積９36ha 



＇1-44（特殊車両の通行許可制度 

一定の大きさを超える車両で貨物を輸送するに当たっては、道路の通行に先立ち、通行させようと 
 する経路に係る特殊車両の通行許可を得、適正に道路を利用することが必要 

高さ２－７ｍ
※指定道路３－０ｍ

長さ０１ｍ
幅１－４ｍ

最小回転半径０１ｍ

総重量 １／ｔ ※指定道路１４ｔ

＇車両自重＊積載物重量＊乗員（軸重０／ｔ

輪荷重４ｔ輪荷重４ｔ

＇隣り合う車軸

の軸距により（
０７ｔ～１／ｔ

車両制限令第２条第０項に基づく車両の一般的制限値＇上限値（
【車両制限令第２条第０項に基づく車両の一般的制限値】 

＇上限値（ 
【許可時に付される条件の概要と誘導車の役割】 

・特別な条件を付さない ・徐行 ・連行禁止 

・徐行 ・連行禁止 
・当該車の前後に誘導車配置 

・徐行 ・連行禁止 
・当該車の前後に誘導車配置＇他車併進不可（ 

交差点 トンネル 

曲線部 
視界不良 固縛確認 

＇参考（国際海上コンテナ積載車両の諸元の例 
  

※０ 45ftコンテナ積載車両には、総車長が17m未満のものも存在。 
※１ いずれも、フル積載時の総重量は44トン。 

40ft背高コンテナ積載車９長さ 16.5m 45ftコンテナ積載車９長さ 18m 

C条件 D条件 

B条件 A条件 

前 

後 

後 

前 

前 

前 

前 

後 

後 後 

危
険 

＇出典（(財)日本道路交通情報センター資料 45 



17% 

28% 

13% 

42% 

＇1-45（我が国の为要港湾における輸出入コンテナ貨物の背後圏 

■ 我が国の为要港湾の輸出入コンテナ貨物に係る背後圏は、港湾所在地にとどまらない。港湾までの陸
上輸送の大宗を占める道路ネットワークに関し、国際海上コンテナ輸送の円滑化に係る取組が必要。 

1～1,000 
1,000～10,000 
10,000～100,000 
100,000 

コンテナ輸出入量＇t/月（ 

※０９経路申請件数は2010年度、2011年度特車申請
データから＇横浜港を発着し、コンテナ取扱実績があ
る都道府県に発着地を持つ申請を対象に集計（ 
※１９コンテナ輸出入量は2008年全国輸出入コンテナ
貨物流動調査から＇横浜港を発着する国際海上コン
テナ貨物量。単位はフレートトン。（ 
※２９道路ネットワークは2011年度道路情報便覧から 

1～1万経路 
1万～5万経路 
5万経路～ 

経路申請件数＇高速（ 

1～1万経路 
1万～5万経路 
5万経路～ 

経路申請件数＇一般（ 

横浜港の国際海上コンテナ貨物の背後圏と走行経路 

横浜港

高速利用有り 
＇NEXCO・都市高速（ 

高速利用有り 
＇NEXCOのみ（ 

高速利用有り 
＇都市高速のみ（ 

高速利用 
無し 

横浜港の輸出入コンテナ量 
＇車両による輸送を行うものに限る（ 

※０ 経路申請件数は2010年度、2011年度特車申請データから 
※１ 平成20年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査から、車両による1000トン以上の
輸出入実績がある都道府県を捕捉し、これを発着する特車申請データを対象に集計 

都道府県 
輸出入量 

＇千トン/月（ 
割合 

神奈川県 1,689  87.5% 

東京都 124  6.4% 

愛知県 26  1.3% 

その他 93  4.8% 

合計 1,931  100.0% 

46 

経路申請件数 
約３１／万件 

＇単位９フレートトン（ 

輸出入時に、横浜港を使う国際海上コ
ンテナの３割の輸送は、高速道路を利
用していない。 



※＇ （内は対象となる空港、港湾の全箇所数 

高速道路アクセスの状況 

最短時間 
30分 
以内 

最短距離 
10km 
以下 

空港 
＇20（ 

20 
＇100%（ 

18 
＇90%（ 

港湾 
＇42（ 

37 
＇88%（ 

36 
＇86%（ 

新千歳空港 

函館空港 

秋田空港 

仙台空港 

成田国際空港 

東京国際空港 

中部国際空港 

関西国際空港 

大阪国際空港 

広島空港 

高松空港 

松山空港 福岡空港 大分空港 

長崎空港 

鹿児島空港 

熊本空港 

宮崎空港 

那覇空港 

新潟空港 

小樽港 

釧路港 

苫小牧港 

室蘭港 

函館港 

青森港 

八戸港 

仙台港 
新潟港 

小名浜港 

茨城港 

千葉港 

京浜港 

横須賀港 

伏木富山港 

清水港 

三河港 

名古屋港 

四日市港 

敦賀港 

徳島小松島港 

和歌山下津港 

鹿児島港 

博多港 

関門港 

苅田港 

大分港 
別府港 

高知港 

松山港 東予港 

高松港 宇部港 

徳山下松港 

岩国港 

広島港 
呉港 

宇野港 

水島港 福山港 

阪神港 

姫路港 

所要時間 空港 港湾 

～０／分 

～１／分 

～２／分 

２／分～ 

高規格幹線道路 
＇2011年度時点（ 

＇1-46（国際海上コンテナの陸上輸送等に資する取組 

■ 国際海上コンテナの陸上輸送の円滑化を向上させる観点等から、走行環境の優れた高速道路網と港
湾等とのアクセス向上が必要。高速道路と他の交通拠点とのアクセス性は着実に向上しているが、高い
サービスを実現する観点から、引き続き取組を進める必要。 

注（対象となる空港・港湾 
2007年度政策チェックアップにおける「拠点的な空港・港湾

への道路アクセス率」において対象とした空港・港湾＇対象
の名称は現時点による（ 
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パナマ運河 

Portland 

Tacoma 

New Orleans 

South Louisiana 

Quequen Bahia Blanca 

Ponta da Madeira 

Tubarao 

Dampier 

Port Hedland 
Hay Point 
(Sub port)Dalrymple Bay 

Gladstone 

Newcastle 

Tanjung Bara 

Seattle 

穀物 

鉄鉱石 

石炭 

産地 港 ルート 

 
第３閘門の新設を中心とするパナ
マ運河拡張工事により、喫水
15.2mの船舶が通行可能に。 
 

総事業費：52億5000万ドル 
工期：2007～14年（平成19～26年） 

現閘門＇第０、第１閘門（と第２閘門＇新設（との比較 

第２閘門の各閘室の長さ 427m  
通航可能最大船舶の長さ 366m  

12,000TEU積 
コンテナ船 

4,500TEU積 
コンテナ船 

閘室の幅 33.5m 
閘室の幅 55m 

船幅 
49m 

閘室水深 
12.6m 

喫水 
12.0m 

喫水 
15.2m 

閘室水深 
18.3m 

12,000TEU積   コンテナ船 4,500TEU積   コンテナ船 

船幅 
32.3m 

現閘門 第２閘門 

現閘門の各閘室の長さ  305m 
通航可能最大船舶の長さ 294m 

パナマ運河拡張計画 

＇1-47（バルク貨物の輸送ルート 

■ バルク貨物＇穀物、鉄鉱石及び石炭（の为要な輸送ルートは以下の通り。 

■ パナマ運河の拡張により、より大型の船舶が通行可能に。 
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コンテナ

16%

穀物

5%

鉄鉱石

12%

石炭

11%
ﾏｲﾅｰ

ﾊﾞﾙｸ

12%

その他

10%

原油

24%

石油

製品
10%

ガス

2%

出典９日本海運集会所「日本郵船調査グループ編 2011Outlook for the Dry-Bulk and Crude-Oil Shipping Markets」をもとに国土交通省港湾局作成 
注（コンテナ、ドライバルク、液体バルク、その他の海上荷動き量は Clarkson Shipping Review & Outlook(Spring 2010)、ドライバルクの海上荷動き量の内訳は各国通関統計から日本郵船が作成したもの 

世界の 
全海上荷動き量 

 

84億トン  

ドライバルク 
33億トン、40%  

コンテナ 
13億トン、16%  

原油 
20億トン、24%  

原料炭 
2.3億トン、3%  

一般炭 
7.0億トン、8％  

とうもろこし等 
1.2億トン、1 % 

石油製品 ＇ガソリン・軽油等（ 
8億トン、10%  

ガス ＇LNG・LPG等（ 
2億トン、2%  

三大バルク貨物 

※マイナーバルク９鋼材、鉄スクラップ、丸太、木
材チップ、パルプ、コメ、油糧種子、油糧粕、砂
糖、燐鉱石、肥料原料、ボーキサイト、アルミナ、
マンガン鉱石、セメント、石炭コークス、塩 

鉄鉱石 
9.9億トン、12%  

穀物 
3.9億トン、5%  

石炭 
9.3億トン、11% 

構成比 

その他＇自動車・大型機械等（ 

7億トン、8% 

小麦 
1.3億トン、2% 

大豆 
0.9億トン、1% 

大豆粕 
0.5億トン、1% 

マイナーバルク  ※ 
10.0億トン、12%  

液体＇リキッド（バルク 
30億トン、36%  

＇1-48（世界の海上荷動き量の貨物構成＇2010年（ 

■ 世界の海上荷動き量においてドライバルクの占める割合は40%と最も多く、三大バルク貨物＇穀物･鉄鉱石･
石炭（で28%を占める。 
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3,183万トン 3,244万トン

5,304万トン
4,517万トン

350万トン

466万トン 456万トン

453万トン

430万トン

491万トン 540万トン

415万トン

540万トン

408万トン
595万トン

956万トン

800万トン

862万トン
863万トン

931万トン

811万トン

1,640万トン
1,649万トン

1,661万トン

1,566万トン
7,175万トン

7,602万トン

10,010万トン

9,013万トン

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2001/2002 2004/2005 2007/2008 2010/2011

万トン

日本

メキシコ

韓国

エジプト

台湾

イラン

その他

1,277万トン 1,316万トン 1,197万トン 1,485万トン

500万トン
386万トン 143万トン 788万トン

900万トン
858万トン

1,375万トン

1,568万トン

1,500万トン

4,727万トン
4,535万トン

6,066万トン 4,660万トン

7,283万トン
7,603万トン

9,827万トン

9,045万トン

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2001/2002 2004/2005 2007/2008 2010/2011

万トン

アメリカ

アルゼンチン

ブラジル

ウクライナ

その他

1.8億トン 2.0億トン 2.2億トン 2.4億トン

0.2億トン
0.3億トン

0.3億トン 0.3億トン
0.4億トン

0.4億トン
0.4億トン

0.5億トン
0.6億トン

0.6億トン
0.6億トン

0.6億トン1.2億トン
1.3億トン

1.5億トン
1.8億トン

2.0億トン

2.2億トン

2.6億トン

2.8億トン
6.2億トン

6.9億トン

7.7億トン

8.4億トン

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2001/2002 2004/2005 2007/2008 2010/2011

億トン

アメリカ

中国

ＥＵ27

ブラジル

メキシコ

その他

1.4億トン 1.6億トン 1.8億トン 2.0億トン

0.1億トン
0.2億トン

0.2億トン 0.2億トン
0.6億トン

0.7億トン 0.5億トン
0.6億トン

0.4億トン
0.4億トン 0.6億トン

0.6億トン1.1億トン

1.3億トン
1.5億トン

1.8億トン

2.4億トン

3.0億トン

3.3億トン
3.2億トン

6.0億トン

7.2億トン

7.9億トン

8.3億トン

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2001/2002 2004/2005 2007/2008 2010/2011

億トン

アメリカ

中国

ＥＵ27

ブラジル

アルゼンチン

その他

生産量 輸出量 

消費量 輸入量 

出典９USDA「PS&D」より国土交通省港湾局作成 50 

＇1-49（世界のとうもろこしの生産消費・輸出入量の推移 

■ 世界的に生産･消費量は増加傾向にあり、日本が最大の輸入国である。 
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1.4億トン
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0.5億トン 0.3億トン
0.4億トン

0.3億トン

0.4億トン 0.4億トン
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0.4億トン

1.3億トン 1.3億トン
1.3億トン

1.1億トン
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3.3億トン 6.3億トン
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5.8億トン

8.0億トン
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0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2000 2003 2006 2009

億トン

中国

日本

韓国

ドイツ

オランダ

その他

1.5億トン 1.5億トン
2.1億トン 1.9億トン

0.3億トン 0.6億トン

0.9億トン 0.9億トン
1.6億トン

1.8億トン

2.5億トン 2.7億トン1.6億トン

1.9億トン
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3.8億トン
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2000 2003 2006 2009
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その他
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5.3億トン

4.2億トン

0.4億トン 0.5億トン

0.5億トン

0.5億トン
0.8億トン 0.8億トン

0.8億トン

0.6億トン
0.3億トン 0.3億トン

0.5億トン

0.6億トン

1.3億トン 1.1億トン

1.3億トン

0.6億トン

1.4億トン
2.6億トン

3.9億トン

5.7億トン8.4億トン

9.7億トン

12.4億トン 12.2億トン

0

2

4

6
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10

12

14
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18

2000 2003 2006 2009

億トン

中国

アメリカ

インド

日本

韓国

その他

3.1億トン 3.0億トン 3.4億トン 3.1億トン

0.9億トン 0.9億トン
1.0億トン

0.9億トン

1.1億トン
2.1億トン

3.6億トン

2.3億トン0.7億トン

1.0億トン

1.8億トン

2.6億トン

2.1億トン

2.5億トン

3.2億トン

3.1億トン

1.8億トン

2.1億トン

2.8億トン
3.9億トン

9.6億トン

11.6億トン

15.8億トン 15.9億トン

0

2

4

6

8

10

12

14

16
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2000 2003 2006 2009

億トン

オーストラリア
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インド

中国
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生産量 輸出量 

消費量＇粗鋼生産量（ 輸入量 
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＇1-50（世界の鉄鉱石の生産消費・輸出入量の推移 

■ 世界的に生産･消費量は増加傾向にあり、近年、中国の輸入量が急激に増加している。 
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＇1-51（世界の石炭の生産消費・輸出入量の推移 

■ 世界的に生産･消費量は増加傾向にあり、中国は消費量の増加とともに輸入量が増加している。 
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＇出典（企業ヒアリングより国土交通省港湾局作成 
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）1 単位は載貨重量トン＇DWT（。 
    DWT＇Dead Weight Tonnage（ ９ 貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。为に貨物船の大きさを表す。 
）2 2014年完成予定の新パナマ運河に対応した船舶。 

＇1-52（バルク船の大型化 

■ パナマ運河拡張やスケールメリットによる輸送コスト低減のため、バルク船が大型化。 

■ 船舶の大型化の進展に伴い、大水深の港湾施設が必要に。 
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＇1-53（品目別輸出入貨物量＇重量ベース、航空輸送（ 

■ 航空貨物は、自動車部品、半導体等電子部品、国際宅配便、食料品など、付加価値が高い貨物が多い。 

【2011年度 輸出 】 【 2011年度輸入 】 
＇トン．日（ ＇トン．日（ 

＇出典（国土交通省航空局「国際航空貨物動態調査」 
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＇1-54（航空国際貨物取扱量の推移 

■ 航空国際貨物の取扱量は、近年横ばい。 
■ 成田空港、関西空港の取扱量で全体の約８割を占める。 
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288.2万㌧ 

2011年度 
貨物取扱量合計 
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   11.3万㌧＇3.9％（       
 

関西国際空港  

     66.5万㌧＇23.1％（ 
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アメリカ同時多発テロ 
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＇1-55（世界の空港別貨物取扱量ランキング 

■ ソウル・仁川空港、上海・浦東空港の貨物取扱量の伸びが大きく、上位を占めるようになっ
てきている。 

(出典)  ACI World wide Airport Traffic Reportより作成 

【１／０／年】 
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＇1-56（アジアの経済成長率の見通し 

■日本、欧米と比べて、中国、インド、アセアンでは経済成長率が高い状況が続く見通し。 
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＇出典（国際通貨基金＇IMF（「World Economic Outlook Database ＇2012年4月（」 
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＇1-57（アジア諸国の人口と購買力の伸び 

■ インド及びアセアン各国の人口は高い伸び率と見通しを示している。 
■ 中国の購買力は高い伸び率と見通しを示し、インド及びアセアン各国も伸び続ける見通し。 

＇出典（国連経済社会局 「World Population Prospects」 

アジア各国の人口の伸び率の推移 アジア各国における一人当たり購買力平価ＧＤＰの推移 
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＇1-58（中国における我が国産業の進出の状況 

■ 中国においては、現地法人数が増加するとともに、現地法人の売上高も増加。 

現地法人数＇製造業（ 

1,156 

2846

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

2001年 2010年

2.5倍

重慶 
ホンダ、マツダ、スズキ、いすゞ自動
車、三菱電機、東芝、積水化学、双
日  等 

 
成都 
トヨタ、日立製作所、富士通セミコン
ダクター、ヤマハ発動機、三越伊勢
丹、イトーヨーカ堂  等 

 

西安 
三菱電機、ブラザー工業  等 

 

長沙 
三菱自動車、三菱電機、日立製作
所、平和堂 等 

 
武漢 
日産自動車、ホンダ、NEC、ダイキン
工業  等 

 

深圳市 
パナソニック、富士ゼロックス、東芝、
イオン 等 

 
 
 

 

広州 
ホンダ、トヨタ、日産自動車、ソニー、
デンソー、 東芝、オリンパス、イオ
ン、ファミリーマート 等 

 
 

 

上海市 
ホンダ、いすゞ自動車、三菱自動車、京セラ、日立
製作所、ソニー、パナソニック、NEC、イオン、ファー
ストリテイリング 、三越伊勢丹 等 

 
 
 

天津 
トヨタ、パナソニック、デンソー、ロー
ム  イオン 等 

 

北京 
トヨタ、いすゞ自動車、ソニー、キヤ
ノン、パナソニック、日立製作所、イ
オン、イトーヨーカ堂等 

 

大連 
東芝、パナソニック、三菱電気、ローム 、伊
藤忠商事 等 

 

＇出典（経済産業省 「海外事業活動基本調査＇2001年度、2010年度（」 

192 

1,008 

-

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

2001年 2010年

5.3倍

現地法人数＇流通業（ 

現地法人売上高＇製造業（ 現地法人売上高＇流通業（ 

0.48 

6.52 

0.27 

0.24 

0.03 

0.14 

-

2.00 

4.00 

6.00 

8.00 

2001年 2010年

現地売上高 日本への輸出額 中国から第三国への輸出額

8.9倍

＇兆円（

1.72 

12.82 

0.97 

3.71 

0.55 

2.01 

-

5.00 

10.00 

15.00 

20.00 

2001 2010

現地売上高 日本への輸出額 中国から第三国への輸出額

5.7倍

＇兆円（

     ＇出典（東洋経済新報社 「海外進出企業総覧１／０１」 59 



＇1-59（ASEANにおける我が国産業の進出の状況 

■ 中国と同様に、ASEANにおいても、現地法人数が増加するとともに、現地法人の売上高も増加。    
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＇1-60（インドにおける我が国産業の進出の状況 

■ インドにおいては、現地法人数が増加するとともに、現地法人の売上高も増加。 
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チェンナイ 
日産自動車、パナソニック、ローム 等 

ブッダ・ナガール 
ホンダ 等 
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15倍

0.60 

1.90 

-

0.50 
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1.50 

2.00 

2001年 2010年

＇兆円（

3.2倍

     ＇出典（東洋経済新報社 「海外進出企業総覧１／０１」 ＇出典（経済産業省 「海外事業活動基本調査＇2001年度、2010年度（」 
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＇1-61（我が国の物流企業＇フォワーダー（の海外展開 の状況 

■ 我が国の製造業等の海外展開に対応して、我が国の物流企業のアジア進出が進んでいる。 
■ 特に中国は最大であり、世界における日系現地法人の増加分の約半分を占めている。  

＇出典（ＪＩＦＦＡ「我が国フォワーダーの海外進出状況と外国フォワーダーの日本進出状況＇1998年3月・2008年6月・2010年6月・2012年3月（」 
      

我が国物流企業の現地法人数の地域別推移 
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１／０１年 
台湾・香港・中国  371 

ASEAN  282 
インド  21 

北米・中南米・欧州 202 

０８８７年 
台湾・香港・中国  116 

ASEAN 160 
インド 1 

北米・中南米・欧州 162 



上海● 

●広州 

●武漢 
●重慶 

●成都 

●ハノイ 

●ホーチミン 

●ダナン 
●バンガロール 

日本通運 ( 株 )  ９ 2011.6 

インド日通ロジスティクス設立 

日本通運 ( 株 )  ９ 
2011.11 国内引っ越し会社設立 

( 株 ) 日新 ９ 2012.2 

合弁会社設立 

( 株 ) 日新 ９ 2011.11  
合弁会社設立 

日本通運 ( 株 ) ９ 2012.4 

バングラディッシュ日通設立 

山九 ( 株 )  ９ 2011.2 事務所設立 

伊藤忠ロジスティック ( 株 ) ９ 
2012.8 支店設立 

●厦門 

●デリー 
( 株 ) 近鉄エクスプレス ９ 
2012.3 保税倉庫拡張 

郵船ロジスティクス ( 株 ) ９上海～武漢・重慶・ 

成都のトラック網構築・拡大予定 

三井倉庫 ( 株 ) ９ 2011.4 通販物流サービス開始 

伊藤忠ロジスティック ( 株 )  ９ 
2011.10 合弁会社設立 

佐川グローバルロジスティクス ( 株 )  ９ 
2011.11 宅配便事業開始 

佐川グローバルロジスティクス ( 株 ) ９ 
2012 大規模商業施設における物 
流業務の受託 

佐川グローバルロジスティクス ( 株 )  ９ 
2012.3 宅配便事業開始 

我が国の为な物流企業の 

海外展開状況・予定の例 

( 株 ) 近鉄エクスプレス ９ 
2012.4 倉庫新設 

●ムンバイ 

( 株 ) 近鉄エクスプレス ９ 
2012.5 営業所開設＇海上・航空貨物（ 

郵船ロジスティクス ( 株 )  ９ 
2011.5 駐在事務所開設 

●バンコク 

日本通運 ( 株 )  ９ 
2012 倉庫建設予定 

●プノンペン 

●ダッカ 

伊藤忠ロジスティック ( 株 )  ９ 
2011.11 インドで合弁会社設立 

● 

ビエンチャン 

( 株 ) 住友倉庫 ９ 2012.4  

会社設立 

＇1-62（我が国の物流企業の海外展開  

■ アジアへの我が国の物流企業の事業展開＇現地法人等の設置、物流施設の拡充など（が進んでいる。 

＇出典（各社ＨＰ等より作成 

＇貨物利用運送事業、倉庫事業、トラック事業を営む物流企業のうち、資本
金２億円以上、かつ、海外売上高比率の高い为な企業（ 

( 株 ) アルプス物流 
2011.7 現地法人設立 

( 株 ) アルプス物流 
2012.6 倉庫新設 
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＇1-63（TPPの現状について 

０－高い水準の自由化が目標  
  アジア太平洋自由貿易圏＇FTAAP（に向けた道筋の中で実際に交渉が開始されており、アジア太平洋地域における高い水準の自由

化が目標。 
 

１－非関税分野や新しい分野を含む包括的な協定  
  ＦＴＡの基本的な構成要素である物品市場アクセス＇物品の関税の撤廃・削減（やサービス貿易のみではなく、非関税分野＇投資、競争、

知的財産、政府調達等（のルール作りのほか、新しい分野＇環境、労働、「分野横断的事項」等（を含む包括的協定として交渉されてい
る。 

TPPの基本的考え方 

○  物品の貿易に関して、関税の撤廃や削減の方法等を定める

とともに、内国民待遇など物品の貿易を行う上での基本的な
ルールを定める。 

○  貿易規則の透明性の向上や貿易手続きの簡素化等につい
て定める。 

物品市場アクセス 貿易円滑化 

１／０／年  ２月  第０回会合＇於９豪州（ 
Ｐ３協定＇環太平洋戦略的経済連携協定（加盟の３カ国＇ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ＮＺ、チリ、
ブルネイ（に加えて、米、豪、ペルー、ベトナムの７カ国で交渉開始。 

         ５月           第１回会合＇於９米国（ 
      ０／月           第２回会合＇於９ブルネイ（ 
              マレーシアが新規参加 

       ０１月           第３回会合 ＇於９ＮＺ（ 
１／００年  １月           第４回会合＇於９チリ（ 
             ２月           第５回会合＇於９ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（ 
     ５月           第６回会合＇於９ベトナム（  
               ８月           第７回会合＇於９米国（ 
            ０／月      第８回会合＇於９ペルー（ 
            ０１月      第０／回会合＇ミニラウンド（ ＇於９マレーシア（    
１／０１年   ２月     第００回会合＇於９豪州（ 
   ４月     第０１回会合＇於９米国･ﾀﾞﾗｽ（ 
           ６月     第０２回会合＇於９米国･ｻﾝﾃｨｴｺﾞ（           
             ８月     第０３回会合＇於９米国・ﾘｰｽﾞﾊﾞｰｸﾞ（ 
            ０１月     第０４回会合＇於９ＮＺ･ｵｰｸﾗﾝﾄﾞ （ 
＇以下、予定（ 
１／０２年   ２月     第０５回会合＇於９ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（ 

２０１０年１１月  
ＴＰＰ協定交渉参加国首脳会合（於：横浜ＡＰＥＣ首脳会議） 
「２０１１年１１月のハワイＡＰＥＣ首脳会議までの交渉妥結を目指す」ことで一致。 
 

２０１１年５月  
 ＴＰＰ協定交渉参加国閣僚会合共同声明  
（於：米国モンタナＡＰＥＣ貿易大臣会合） 

「１１月にＴＰＰ協定の大まかな輪郭を固めるとの目標を表明した。」 
 

２０１１年１１月１２～１３日 
 ＡＰＥＣ首脳会議＇於９ハワイ・ホノルル（    協定の「大まかな輪郭」に合意。 

 野心的な目標としつつ、１／０１年中に協定を完成させるよう指示＇オバマ大統領ス
ピーチ（。 

 

２０１２年９月  
 環太平洋パートナーシップ貿易閣僚による首脳への報告書 
  ＇於９ロシア・ウラジオストクＡＰＥＣ首脳会議（ 
   「年内に可能な限り多くの章をまとめる決意である」 
 

２０１２年１１月 
 ＴＰＰ参加７ヶ国首脳会合後のギラード豪首相の会見 
 （於：カンボジア・プノンペン東アジア首脳会議） 
  「来年（２０１３年）１０月のＡＰＥＣまでに交渉妥結を目指すこと 
  に合意した。」（注：米、ＮＺ、シンガポールは、2013年中の交渉妥 
  結を目指すこととした旨発表。） 

目標 交渉日程 
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１ 地球温暖化と物流   



＇2-1（地球温暖化対策の国際的枠組み 

■  地球温暖化問題に対応するため、国際的には1992年5月に気候変動枠組み条約、1997年12月に京都議定書が採択 
  ＇2005年2月に発効（されている。 
■  京都議定書では、先進国全体に対して、第０約束期間＇2008年～2012年（における温室効果ガスの排出量を国内排出  
  削減対策、森林吸収量確保、京都メカニズムの利用により、基準年＇原則1990年（比5％削減する義務を規定。うち、日 
  本の削減約束はマイナス6％。 

経済産業省資源エネルギー庁 「総合資源エネルギー調査会基本問題委員会＇第8回（資料」 抜粋 66 



＇2-2（運輸部門のCO2排出量の国際比較 

■ 我が国の運輸部門のCO2排出量は、人口やGDP当たりでみると、G8各国の中で低い水準にある。 

Ｇ７各国の運輸部門のCO2排出量と排出割合 
＇2010年度（  

温室効果ガスインベントリオフィス「附属書Ⅰ国の温室効果ガス排出量データ」、総務省統計局「世界の統計」、国際通貨基金＇IMF（ 「World Economic Outlook Database」から作成 

＇排出量（ 
万トン 

 ９CO2排出量  ９運輸部門が占める割合 
＇割合（ 万ﾄﾝ/百万人 万ﾄﾝ/10億㌦ 

Ｇ７各国の人口当たり運輸部門CO2排出量 
＇2010年度（  

Ｇ７各国の名目GDP当たり運輸部門CO2排出量 
＇2010年度（  
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＇2-3（運輸部門におけるCO2排出量 

■  日本のCO2排出量のうち、運輸部門からの排出量は約19％、物流部門では運輸部門の38％＇日本全体の7.4％（を排出。 
■ 京都議定書の発効を受け策定された京都議定書目標達成計画において、運輸部門の2010年度の排出量の目安は2億 
   4,000万t～2億4,300万tとされているが、2010年度の排出量は2億3,200万tであり、目安以下におさまっている。 

温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」から作成 

我が国の温室効果ガス排出量の推移 
我が国の各部門におけるCO2排出量 

産業部門
（工場等）

4億2,200万㌧
《35％》

業務その他部門
（商業、サービス、

事務所等）
2億1,670万㌧
《18％》

運輸部門
（自動車、船舶等）

2億3,190万㌧
《19％》

CO2総排出量
11億9,200万㌧
（2010年度）

家庭部門
1億7,180万㌧
《14％》

エネルギー転換部門
8,100万㌧《7％》

工業プロセス部門
4,120万㌧《3％》

廃棄物部門
2,740万㌧《2％》

運輸部門におけるCO2排出量 

・ 産業部門            ４億２,４00万～４億２,８00万 （t-CO2） 
・ 業務その他部門        ２億  ８00万～２億１,０00万 （t-CO2） 
・ 家庭部門            １億３,８00万～１億４,１00万 （t-CO2） 
・ 運輸部門            ２億４,０00万～２億４,３00万 （t-CO2） 
・ エネルギー転換部門   ６６00万       （t-CO2）          
 

京都議定書目標達成計画 
2010年度の各部門の排出量の目安 

マイカー
1億1,680万㌧
《50.4％》

０

８０

４０

６０

２０

１００

自家用トラック
3,910万㌧
《16.9％》

営業用トラック
4,020万㌧
《17.3％》

物流分野
（トラック以外）

900万㌧
《3.9％》

旅客分野
（マイカー以外）

2,680万㌧
《11.6％》

物流分野
8,830万㌧

<38％>

旅客分野
1億4,360万㌧

<62％>
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＇2-4（運輸部門におけるCO2排出量の推移 

■  2001年以降、運輸部門からの排出量は減尐傾向。 
■  物流分野は1996年をピークに減尐し、2010年度は約8,830トンの排出。自家用トラックから営業用トラックへの転換、環境 
  対応車の開発・普及促進等の取組の結果、1990年度比マイナス16.4％となっており、物流の低炭素化が進んでいる。 

１９９６ ２００１ ２０１０ １９９０ 

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（億
㌧‐

Ｃ
Ｏ
２
） 

（西暦） 

【物流分野の最大値】 
1億1,600万 

【基準年】 
2億1,700万 

2億3,190万 

自家用 
トラック 

マイカー 

旅客分野 
（マイカー以外） 

物流分野： 
1990年度比 16.4％減 

営業用 
トラック 

鉄道、内航等 
（トラック以外） 

１ 

２ 

３ 

最大値から13.3％減 

8,830万 

※同年、旅客分野も最大値（1億6,100万）に 

【運輸部門全体の最大値】 
2億6,700万 運輸部門全体： 

1990年度比 6.7％増 
 

1億600万 

２００８ 

9,170万 

温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」から作成 

；運輸部門におけるＣＯ１排出量の推移＝ 

最大値から24％減 
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＇2-5（物流部門における輸送機関ごとのCO2排出割合 

■ 2010年度の物流部門のCO2排出量のうち、トラック輸送が約90％、船舶輸送が約8％、航空輸送が約1.5％、鉄道輸送 
  が約0.5パーセントを占めており、为要な排出源はトラック輸送である。 
■ 2010年度の自家用トラックの輸送量シェアは8％であるが、CO2排出割合は44％であり突出して多い。 

温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」、 

；輸送機関ごとのCO2排出量割合の推移＝ 
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；輸送機関別輸送量シェアの推移＇ﾄﾝｷﾛベース（＝ 

 国土交通省 総合政策局 情報政策課「自動車輸送統計」「鉄道輸送統計」「内航船舶輸送統計」「航空輸送統計」から作成 
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＇2-6（トラック輸送における営業用トラック率、積載効率の推移 

■ トラック輸送における営業用トラック率は上昇傾向にあったが、近年は横ばいの状況。 
■ トラック輸送における積載効率は自家用に比べ営業用が高いものの減尐傾向で推移している。  

国土交通省総合政策局情報政策課「自動車輸送統計」から作成 

70.8% 72.0% 72.7% 
74.3% 74.7% 75.7% 76.3% 77.2% 78.4% 

80.0% 
81.6% 83.0% 84.1% 85.2% 86.1% 86.8% 87.2% 87.4% 87.4% 87.6% 

60.0% 

65.0% 

70.0% 

75.0% 

80.0% 

85.0% 

90.0% 

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

営業用トラック率＇ﾄﾝｷﾛ（ 

【営業用トラック率＜営業用トラック輸送数．トラック輸送数】 トラック輸送における営業用トラック率の推移 

59% 57% 
55% 54% 53% 55% 54% 53% 53% 51% 50% 50% 49% 48% 49% 50% 49.7% 49.1% 48.4% 48.0% 

35% 35% 34% 33% 33% 33% 33% 33% 31% 30% 28% 26% 26% 25% 25% 25% 25.3% 25.4% 25.2% 25.2% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

営業用 自家用 

トラック輸送における積載効率の推移 

【積載効率＜輸送トンキロ．能力トンキロ】 
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＇2-7（輸送機関分担率の状況 

■ 2010年度の輸送機関ごとのCO2排出原単位は、船舶が営業用トラックの1/3、鉄道が営業用トラックの1/6である。 
■ 輸送距離500km以上の輸送機関別の分担率は2003年度までトラック輸送が増加傾向であったが近年は横ばいの状
況。 

※国土交通省 「貨物地域流動調査分析資料」「自動車輸送統計」「鉄道輸送統計」「内航船舶輸送統計」「航空輸送統計」から作成 
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；輸送距離500km 以上の輸送機関別分担率の推移＝ 

2010年度 自家用トラック 営業用トラック 鉄道 船舶 航空 

CO2排出原単位＇ｸﾞﾗﾑ/ﾄﾝｷﾛ（ 946 133 21 40 1,400 

輸送機関別 
CO2排出原単位 
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＇2-8（鉄道コンテナ輸送の状況 

■ 2009、2010年度の鉄道コンテナ輸送量は、リーマンショックの影響を受け伸び悩んでいるものの、ここ10年、総貨物の 
  幹線輸送量に比べ高い水準で推移しており、鉄道コンテナ輸送の利用は進んでいる。 
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＇2-9（省エネ法における特定荷为の状況 

■ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律＇省エネ法（」における特定荷为の輸送量シェアは2006年度実績で約50％ 
  であり以降も同程度。 
■ 特定荷为の省エネ対策の実施状況は「輸送効率向上のための措置」に関する項目の実施率が高く、次いで、モーダル 
  シフトの実施率が高い。また、輸送機関別エネルギー消費量の分担率をみると、特定荷为においては我が国全体と比 
  較し、自家用トラックの比率が低く、船舶の比率が高い。 

経済産業省 「省エネ法における荷为に係る措置の試行状況等に関する調査報告書＇2012年2月（」 抜粋 

；特定荷为の省エネ対策の実施状況＝ 
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；特定荷为のモード別エネルギー消費量＝ 
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3PL＇サードパーティロジスティクス（の活用(n=522)

積み合わせ輸送・混載便の利用(n=522)

輸送量に応じた適正車種の選択(n=522)

輸送ルート・輸送手段の工夫(n=522)

車両等の大型化による便数削減(n=522)

自家用貨物自動車から輸送効率の良い事業用貨物自動

車への輸送の転換(n=522)

道路混雑時の貨物の輸送の見直し(n=522)

貨物の輸送頻度、納品回数の削減およびリードタイムの

見直し(n=522)

緊急貨物輸送を回避するような計画的な貨物の輸送の実

施(n=522)

商品や荷姿の標準化による積み合わせ輸送の容易化
(n=522)

製品や包装資材の軽量化、小型化(n=522)

生産拠点・出荷拠点の見直し(n=522)

物流拠点の見直し(n=522)

同業他社との製品の融通による需要家に近い拠点からの

製品出荷(n=522)

電子化等のサービス方法の見直し(n=522)

廃棄物の発生抑制、乾燥による輸送重量削減(n=522)

有 一部有 無 該当なし 無回答
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＇2-10（ＩＴＳによる交通流円滑化等の推進 

■  これまで交通流対策の一環として進められてきたＶＩＣＳやＥＴＣの導入によって、大幅な渋滞解消等が図られ、CO2排出
削減に貢献するとともに、道路ユーザーの交通利便性向上に寄与。 

○道路交通情報をカーナビ画面を通じてドライバー

に提供。 

○ＶＩＣＳ対応車載機は、約3,600万台出荷           

（2012,12月末）。 

○ＶＩＣＳにより、 CO2排出量を平成21年度に年間

約235万ｔ-CO2削減し、京都議定書目標達成に貢

献。 

ＶＩＣＳ ＥＴＣ 

○有料道路におけるＥＴＣ利用率は約88％。新規

セットアップ件数は約4,052万台。(2012年12月末) 

○全国の高速道路の渋滞の約３割を占めていた料金

所渋滞がおおむね解消。 

○また、CO2排出量を年間約22万ｔ-CO2削減。 

ETC 
導入前 

ETC 
利用率 

60% 

図 ETC利用率とCO2排出削減量 
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ＥＴＣ導入によるＣＯ１削減効果 
＇ＥＴＣ利用率７７％（ 
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＇万t，CO2)

ETC導入による
渋滞解消により、
CO2排出量が
年間約22万t‐CO2
削減



スマートインターチェンジ＇本線直結型（ 

スマートインターチェンジ＇SA・PA型（ 

・ ETC専用のため、料金徴収施設を集約する必要がな
く、コンパクトな整備が可能 

・ 料金徴収にかかる人件費も節約可能 

※事業区分９高速道路区域内を会社が整備＇国負担（ 

        高速道路区域外を連結道路管理者が整備 

＇2-11（ITSと連携した既存ストックの活用 

■  より効果的に既存の高速道路網を活用してもらうことにより、自動車交通の効率性の向上に寄与するよう、スマートイン
ターチェンジ＇ETC専用インターチェンジ（の整備を推進することが必要。【供用済み：63か所、事業中：31か所】 

＇写真提供９磐田市 平成21年11月撮影（

土地区画

整理事業

上りスマートIC商業施設

宿泊施設予定地

下りスマートIC

至 名古屋

至 東京

スマートインターチェンジ整備事例 
；東名高速 遠州豊田スマートＩＣ＝ 

 スマ，トICの整備とともに周辺の土地区画整理が進
められ、工場等０５社が操業し、大型商業施設０社が
開業。 

76

 スマートＩＣにより効率的な追加ＩＣ整備が可能となり、
高速道路の有効活用を通じて、地域活性化や物流効
率化に寄与。 
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【遠州豊田スマートＩＣ】

H17.1 社会実験開始

H19.4 本格導入

H23交通量 約2,700台／日



＇2-12（国際航路、国際航空からのCO2排出量 

■ 世界全体の国際航路、国際航空からのCO2排出量は増加傾向である。 
■ 京都議定書においては、国際航空からの排出量削減対策は国際民間航空機関＇ICAO（を通じて、国際海運からの排出 
  量削減対策は国際海事機関＇IMO（において取り組むとされている。 
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；国際航路からのCO2排出量の推移＝ 
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；国際航空からのCO2排出量の推移＝ 

国際エネルギー機関(I E A)  CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION HIGHLIGHTS 2011  EDITI0N から作成 77 
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＇2-13（企業の物流低炭素化に関する新たな動向 

■ 民間事業者においては、日本通運(株)が京都メカニズムを活用しCO2をオフセットするサービスを開始、(株)国分が共同 
 輸配送の実施に関する国内クレジット制度＇CO2排出権取引（の認定を取得、日本郵船(株)が企業活動全域で排出量を算 
 出するための国際基準＇スコープ3（に取り組むなど企業の物流低炭素化に関する新たな動きが見られる。 

第24回国内クレジット認証委員会の結果 
について＇H24.3.23（から抜粋 

日本通運CSR報告書2012から抜粋 

日本郵船ホームページから抜粋 78 



＇2-14（エネルギー・環境政策見直しの動向 

■  COP17＇2011年於南ア（において、我が国は京都議定書の第二約束期間＇2013年～（に参加しない方針を表明。自为的 
 な削減努力を実施することとしている。 
■ 政府では京都議定書第一約束期間を終える2013年度以降の地球温暖化対策の策定に向け、革新的エネルギー・環境 
 戦略を踏まえた検討を進めている。 

エネルギー・環境政策の抜本的見直しの動き 
 

 国家戦略会議の分科会「エネルギー・環境会議」において、 
   ・ 2011年12月21日  選択肢提示に向けた基本方針を決定 
   ・ 2012年 6月29日  エネルギー・環境に関する選択肢の提示 
   ・ 2012年 7月～8月  国民的議論の展開      
   ・ 2012年 9月14日  「革新的エネルギー・環境戦略」の決定＇第14回エネルギー・環境会議（ 
                   ・ グリーン政策大綱を本年末を目途に策定 
                   ・ 2013年以降の地球温暖化対策の計画を本年末までに策定 
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中長期目標＇2020年までに 
25％、2050年までに80％削 
減（と地球温暖化対策の基 
本計画策定を規定する地球 
温暖化対策基本法案を2010 
年10月に国会に提出＇2012年
11月衆議院解散により廃案（。 
 
 



２ 安全・安心と物流 



＇3-1（東日本大震災におけるインフラ等の被災状況 

81 

被災した営業普通倉庫＇仙台市（ 倉庫 

空港 

貨物鉄道 

道路 

被災した貨物鉄道＇石巻市（ 

被災した常磐道 

トラック 

被害状況９全半壊224件 
       一部損傷542件 
被害総額９約703億円＇推計（ 
 ※ 被害総額は全半壊した営業 

   倉庫の復旧額を推計したもの   

機関車4両、   
貨車168両、 
コンテナ約1,100個及
び駅設備等 
約５／億円 

 
 

被害状況９ 

被害総額９ 

被災したトラック車両＇仙台市（ 

被災した仙台空港 

港湾 被災した港湾＇仙台塩釜港（ 

被害状況９車両5,441両 
       営業所750施設 
被害総額９約700億円＇推計（ 
※ 連絡不能者の車両・営業所は、被害数に計

上 

道路の通行止め路線数・区間数 
高速道路９０４路線 
直轄道路９５８区間 

被害報告件数９1705件 

※青森件、岩手県、宮城
県、福島県、茨城県以外
の被災を含む 

【被害空港】 
●供用不能９1空港＇仙台（ 
●供用休止９4空港＇花巻・山形等（ 
【被害状況】 
●滑走路等舗装の沈下・クラック 
●庁舎・PTB等の水没 
●無線施設・航空灯火・電源設備 
 機械設備等の水没・流失 
 ＇以上、供用不能空港の場合（ 
●管制塔・PTBの天井、窓ガラス等 
 の破損＇供用休止空港の場合（ 



 ■ ２月００日、津波で大きな被害が想定される沿岸部へ進出のため、       
東北地方整備局が「くしの歯型」救援ルートを設定し、各ルートを啓開 

 
；第０ステップ＝  東北道、国道３号の縦軸ラインを確保 
 
；第１ステップ＝  太平洋沿岸地区へのアクセスは東北道、国道３号からの横軸ラインを確保 
              →２月０１日９００ルートの東西ルート確保 →２月０３日９０３ルート確保 
              →２月０４日９０４ルート確保＇０５日から一般車両通行可（ 
 
；第２ステップ＝  →２月０７日９太平洋沿岸ルートの国道３４号、５号の８６％について 
                     啓開を終了 
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＇3-2（東日本大震災における道路の啓開・復旧＇「くしの歯」作戦（ 
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＇3-3（東日本大震災における交通関係の復旧状況の推移 
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空港(13空港)災対用

０日後９東北道・常磐道 
     緊急車両通行可能 

０日後 
国道３号機能確保 
＇一部迂回路（ 

６日後 
国道３４号 
啓開作業概成 

３日後 
東西方向国道＇くしの歯（ 
０４ルート確保 

０２日後９東北道全線 
      一般開放 

１０日後９常磐道全線 
      一般開放 

；対象となる延長・箇所数について＝ 
高速道路９東北自動車道・常磐自動車道 
直轄国道９国道３号・国道３４号・国道５号 
       ＇岩手・宮城・福島県内（ 
新幹線 ９東北新幹線・秋田新幹線・山形新幹線 
在来幹線９常磐線・東北線等＇上野駅～青森駅（ 
空港９東北地方及び茨城に加え羽田・成田・新潟空港 
港湾９青森港～鹿島港 
※ 道路９原発の警戒区域を除く 
    鉄道９原発の警戒区域等内の区間を除く 

4/7 宮城県沖6強 M7.1 

4/11 福島県浜通り6弱 M7.0 

4/12 福島県浜通り6弱 M6.3 
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45 

45 

45 

45 

○ 発災直後の住民の避難場所として機能 

  ・宮古道路では、住民約60人が盛土斜面を駆け上がり道路に避難 

  ・釜石山田道路では、小中学校の生徒・地域住民が自動車道を歩いて避難 

供用中 事業中 調査中 

224km 113km 55km 56km 三陸縦貫道 
(51%) (24%) (25%) (100%) 

延長 

釜石山田道路＇自動車専用道路（を 
歩いて避難する住民 

津波で被災した国道45号 

三陸道 宮古道路 

三陸道 
釜石山田道路 

三陸道 
大船渡三陸道路 

三陸道 山田道路 

三陸道 唐桑道路 

今回の地震によ
る浸水区域 

国道45号 

津波を考慮して整備さ
れた三陸縦貫道 

津波による被害が 
なかった三陸縦貫道 

○ 救援・救助活動を支援 

 ・自衛隊等の緊急車両の到達を可能とし、沿岸市町村への救援ルー

トを確保 

○ 復旧のための物資輸送道路として機能 

 ・食料、医療品、燃料等の救急救援物資を防災拠点、避難所に届け

る緊急輸送路として機能 
常磐道 
仙台東部道路 

三陸縦貫自動車道等 

釜石市長の発言 

＇H23.4.12衆議院総務委員会から（ 

 

 児童生徒たちは、高台への避難場所に逃げた

後、瓦れきで埋まり、また津波で破壊された国道

３４号で立ち往生することなく、この自動車道を歩

いて市内の避難施設までたどり着くことができま

した。この地域の住民も同様であります。また、被

災後はこの自動車道を通じて救急患者が搬送さ

れ、さらには避難所に救援物資を運ぶ道路として、

まさに命をつなぐ道として機能したところでありま

す。 

三陸縦貫自動車道＇開通率４０％（の部分供用区間が、住民避

難、復旧に貢献 

  ・釜石山田道路 4.6km ＇H23.3.5開通（ 

  ・唐桑道路 3.0km ＇H22.12.19開通（ 

  ・宮古道路 4.8km ＇H22.3.21開通（    等 

＜災害に強い高規格道路として＞ 

＜副次的にも機能する公共インフラとして＞ ＇H23.4.1時点（ ；整備状況は震災発生時点＝ 

＇3-4（津波を考慮して整備された高速道路の東日本大震災発生時における効果 

■ 東日本大震災において、津波を考慮して高台に計画された高速道路＇三陸縦貫自動車道（が、
住民避難や復旧のための緊急輸送路として機能。 
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高速道路

高速道路上の
交通量計測箇所

106 83 
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東名高速道路
＇川崎ＩＣ～東京ＩＣ（千台

１０％減

北陸自動車道
＇朝日ＩＣ～親不知ＩＣ（千台
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常磐自動車道
＇日立中央ＩＣ～日立北ＩＣ（千台
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国道３８号
＇新潟，郡山方面（

地震前 地震後

千台
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７３％増

国道００２号
＇新潟，南陽・福島・仙台方面（

地震前 地震後

7 
14 
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15 
千台

０／７％増

国道６号
＇新潟，酒田方面（

5 
9 

0 

5 

10 

地震前 地震後

千台

６３％増

一般国道上の
交通量計測箇所

緊急交通路

＇一般車両通行止め（
に指定された区間
＇3/17時点（

震災前の物流ルート

震災後にリダンダンシー
機能を発揮したルート

地震前９２．６～２．０／の日平均交通量
地震後９２．０３～２．０６の日平均交通量
※NEXCOトラカンデータ・直轄国道トラカンデータにより作成

緊急交通路に指定された東北道

（福島飯坂～国見）

地震により被災した常磐道

宮城

名古屋

新潟

千台

東北自動車道
＇矢板ＩＣ～西那須塩原ＩＣ（

29 

6 0 
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40 

地震前 地震後

７／％減

東京

東名高速

< 凡 例 >

13 16 
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地震前 地震後
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１１％増

関越自動車道
＇小千谷ＩＣ～越後川口ＩＣ（

千台

18 19 
0 

20 

40 

地震後地震前

北陸自動車道
＇柏崎ＩＣ～西山ＩＣ（

５％増

＇3-5（東日本大震災発生時における日本海側の道路ネットワークの効果 

■ 東北，関東間の道路網の機能が制限される中で、日本海側の北陸道や関越道、直轄国道の
交通量が増加。 
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＇3-6（東日本大震災時に日本海側の港湾が発揮したリダンダンシーの事例 

出典９各種報道等を基に国土交通省港湾局作成 

秋田港 

・被災した仙台塩釜港の代わり
に中京地区で組み立てられた
完成自動車が到着。震災前に
東北で生産した完成自動車を
移出。 

・畜産用飼料を被災した青森や
岩手、宮城各県の港の代わりに
秋田港で取扱い。 

被災港湾 

伏木富山港 

・中国からのボイラー用燃料を被災
した仙台港に代わり伏木富山港で
荷揚げ、内航船に積替え仙台港へ
輸送。 

新潟港 

・仙台塩釜港、八戸港で取扱予定
だったコンテナを新潟港で取扱。 

・新潟港から東北・北関東地方に
畜産用飼料を出荷 

能代港 

・畜産用飼料を被災した八戸港
に代わり能代港で陸揚げし、ト
ラックで八戸の飼料工場へ移
送。 

船川港 

・ケイ砂を被災した大船渡港に代
わり船川港で取扱い。 

直江津港 

・中国からの鉱石を被災した日立
港に代わり、直江津港で荷揚げ。 

・北関東より九州方面へ輸送して
いた金属くずを被災した日立港に
代わり、直江津港から輸送。 

酒田港 

・通常は酒田では荷揚げしない畜産用飼料や鋼材の中間
原料となる銑鉄が到着。 
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＇3-7（東日本大震災における物流施設の被災状況 

■ 沿岸部に立地する営業普通倉庫、営業冷蔵倉庫等が多数壊滅的被害。 
■ 稼働可能な倉庫等の大幅な減尐により、被災地の産業活動・生活物資の流通＇商流（の再開・再建に大 
きな支障。 

地震及び津波による営業倉庫の被害件数、金額 

※被害推定額 ９ 約703億円 

営業所数 
全壊した倉庫 

＇棟数（ 
半壊した倉庫 

＇棟数（ 
被害額 

＇全壊＊半壊（ 

青森 79 0 4 498＇百万円（ 

岩手 64 10 8 5,890＇百万円（ 

宮城 264 106 91 63,202＇百万円（ 

福島 122 3 2 684＇百万円（ 

計 529 119 105 70,274＇百万円（ 

87 



＇3-8（東日本大震災時の支援物資物流の全体像 

■ 今回の東日本大震災は未曾有の大規模災害であったことから、地方公共団体だけでなく、国も初めて 
  支援物資の調達と輸送等を実施した。 
■ 国においては、関係省庁職員からなる担当者が招集され、食料・生活用品支援物資の調達、トラックに 
   よる支援物資の輸送等を実施した。 
■ 内閣府調べによると4月20日の県調達に移行するまでの約40日間で、食料2621万食、飲料約794万本等を 
 調達・輸送した。 

発 

地 

一
次
集
積
所 

（県
管
理
） 

二
次
集
積
所 

（市
町
村
管
理
） 

避
難
所 

今回、国も初めて直接支援物資の調達と輸送を実施。 

国が調達・輸送を手配 

都道府県が調達・輸送を手配 

市町村が調達 
・輸送を手配 

  トラック 鉄道 海運 航空 

  累計 累計 累計 累計 

食料品 1,897.7万食 コンテナ 118個     

飲料水 460.2万本 コンテナ 114個     

毛布 45.8万枚 コンテナ  33個     

燃料油 ※ 177,974kl 723.3万ｋｌ   

原油     13.7万ｋｌ   

LPG等     3.9万トン   

その他   コンテナ 117個   252トン 

使用車両数、 
便数等 

1,927台 232本 2,277隻 663便 

● 国が調達・輸送した支援物資 

● 支援物資物流の概要 

※ 経済産業省から石油業界に対し、タンクローリーの追加投入を要請するなど、被災地向けの燃料油の着実な供給を実施。 88 ＇国交省調べ（ 



＇3-9（東日本大震災時に明らかになった支援物資物流の問題点 

 以下の状況により、支援物資が各地の避難所まで円滑に届かない等混乱が生じた。 
• 道路等の交通インフラの大規模な被災、燃料油の不足 

• 地方公共団体において、支援物資の仕分けや在庫管理等の業務に精通した者が不十分であった
ため、円滑な輸送や物資集積拠点運営等に支障 

• 通信手段の断絶により、被災地関係情報、物資関係情報の把握が困難 
• 大量の物資が送り込まれたことから、物資集積拠点の機能が低下 
• 避難生活が長期化する中で、ニーズに合わない支援物資が在庫として滞留  等 

89 

各地 

＇支援物
資（ 

地域内輸送 

・車両・燃料等が確保できず輸
送能力が低下 

０次物資拠点 

・保管 
・在庫管理 
・仕分け など 

幹線輸送 
１次物資拠点 

・保管 
・在庫管理 
・仕分け など 

配送 

・配送の遅延が発生 

避難所等 

国・地方自治体等 

＇市町村単位（ ＇県単位（ 

・必要物資が 
不足 

・ニーズの把握が
困難であった 

  情報管理＇全体の指揮命令等（ 
輸送可能なルートや受入れ可能な集積
所の確保・情報が不足 

・必要な支援物資の種類や量、届け先となる避難所に関する情報等が共
有できなかった。 

・物流業務に精通した者が不十分であったため対策本部の指揮系統が
混乱 

・想定していた物資集積拠点の
使用が不可能 

・停電等により施設の使用が不
可能 
・大量の物資が届き運営が混乱 

東日本大震災時に明らかになった支援物資物流の問題点 



＇3-10（東日本大震災における企業への影響＇東北地方（ 

■ 東日本大震災によって、東北地方の企業は建物・設備に直接的な被害を受けたほか、物流網の変化に 
 よるコスト増加、サプライチェーンの減尐による生産の減尐など様々な間接的影響を受けた。 
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製造業における間接的被害の内容 

①サプライチェーン断絶による生 
  産の減尐 
②風評被害による売り上げ減尐 
③消費自粛による売上減尐 
④節電に伴う生産・売上減尐 

⑤物流網の変化によるコスト増加 
⑥債権回収の遅延・不能 
⑦燃料・原材料仕入れ価格の上昇 
⑧労働コスト増加 
⑨その他 
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0 20 40 60 80 100 

被害なし 

建物・設備被害 

人的被害 

間接被害 

製造業の震災被害状況 

※東日本大震災の影響に関するアンケート調査結果＇東北経済連合会１／００年８月６日発表（ 90 

＇％（ 
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＇3-11（東日本大震災における物流施設への影響＇東北地方（ 

■ 営業倉庫において、施設や設備の損傷のみならず、取扱貨物の荷崩れや電源・通信手段の喪失等に
より、事業継続に支障をきたした。 

■ 業務復旧までに費やした日数は平均で約36日であった。 

  営業倉庫において事業継続にあたり支障となった事項＇東北地方（  

2011年6月調査より＇回答件数９510件（※複数回答あり 

  

※約半数が津波被害 ＇全半壊した施設では約8割が津波被害（ 

0 50 100 150 200 250 

その他 

人員不足 

輸送網の寸断 

作業用電源不足 

燃料不足 

通信網・データ損傷 

荷崩れ 

設備損傷 

施設損傷 
対象施設数 復旧に要した日数 

岩
手 

71 約29日 

宮
城 

230 約54日 

福
島 

145 約10日 

計 446 平均日数 約36日 

業務復旧までに要した日数 
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作業用電源不足 

※国土交通省総合政策局物流政策課＇物流産業室（調べ 

＇件（ 



＇3-12（東日本大震災による影響 

■ 財別鉱工業生産指数をみると、東日本大震災の直後、耐久消費財＇为に乗用車（の値が急激に低下 
 した。 

；財別鉱工業生産指数の推移＝ 

※国土交通省「災害に強い生産・物流チェーン構築戦略検討業務」＇H24.3（抜粋 92 



＇3-13（東日本大震災における企業への影響① 

■ 全国各地の企業への影響をみると、事業拠点等の被災、取引先の被災による部品・商品不足、物流網 
 の寸断による部品・商品不足など様々な影響が出ている。 
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※2011年度上期ニッセイ景況アンケート調査結果より物流政策課作成 93 

※ 3つまでの複数回答のため、各選択肢の回答の合計は100％を超える ；東日本大震災による影響の内容＝ 

国土交通省 「災害に強い生産・物流チェーン構築戦略検討業務報告書＇2012.3)」 

直接的な 
影響 

間接的な 
影響 

＇％（ 

＇％（ 

；東日本大震災による为な影響＇地域別（＝ 



＇3-14（東日本大震災における企業への影響② 

■ 製造業において、取引先の被災、物流網の寸断による部品等の不足への为な対応策として海外からの調達を拡大した  
 企業が約12％あった。 
■ また、震災からの復旧後、調達先を元に戻さず引き続き海外の代替調達先から調達する企業が製造業全体で約42％ 
 あった。 

2011年度上期ニッセイ景況アンケート調査結果より物流政策課作成 
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；海外現地法人の操業度の推移＝ 

＇3-15（東日本大震災による海外現地法人への影響 

■ 日本の海外現地法人においても、日本の原材料・部品等の調達先が被災したことにより、発災後1～2ヶ月後に操業度が低下 
 がするなど影響があった。 

；海外現地法人の東日本大震災に伴う影響＝ 

※国土交通省「災害に強い生産・物流チェーン構築戦略検討業務」＇H24.3（抜粋 

操業度低下 

(72.0%) 

(13.1%) 

(1.9%) 

(7.5%) 

(8.4%) 

(3.7%) 

(6.5%) 

(0.0%) 

(3.7%) 

(12.1%) 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 

日本の原料・部品等の調達先 

の被災による影響 

日本の販売先の被災による影響 

日本の物流拠点の被災による影響 

日本の国内輸送手段・ルートの 

被災・混雑等による影響 

輸出入に係る日本の港湾・海運 

の被災・滞留等による影響 

輸出入に係る日本の空港・航空 

の被災・滞留等による影響 

日本における計画停電・ 

電力不足による影響 

日本の燃料不足による影響 

日本の原発事故に 

伴う風評による影響 

その他 



＇3-16（タイ洪水による影響 

■ タイ洪水により、日本企業の日本国内の生産拠点において35％が現在の生産水準は洪水前より下回っていると回答し 
 た。 
■ 生産水準がタイ洪水前よりも低下したと回答した企業において、その要因を聞いたところ直接取引先以外の被災や物 
 流寸断による調達停滞・販売停滞のためとの回答は42％となった。 

69 

42 

12 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 

自社や取引先の被災による調達停滞・販

売停滞 

直接取引先以外の被災や物流寸断によ

る調達停滞・販売停滞 

その他 

日本国内拠点の生産水準 

※経済産業省「タイ洪水被害からのサプライチェーン復旧状況に関する緊急調査」＇2011年12月（ 

20% 45% 32% 2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

洪水前生産水準を上回る 洪水前と同水準 

洪水前の75％～100％未満 洪水前の50％～75％未満 

洪水前の50％未満 生産を再開していない 

生産水準低下の要因 
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＇％（ 



＇3-17（ＢＣＰの策定状況について 

■ 運輸業に関して、年度が経つにつれ、ＢＣＰを「策定中である」もしくは「策定を予定している」企業が多くなっているが、 
  それに比べて「策定済みである」の伸び率は緩やかである。 
■ 企業規模別にＢＣＰ策定率を見ると、資本金０／億円以上の大企業は約半数がＢＣＰを策定しているが、中堅企業は約 
  20％しか策定しておらず、規模が小さくなると、ＢＣＰ策定率は低下する。このため、中小企業が太宗を占める物流業に 
  おいてはＢＣＰ策定率はさらに低いと考えられる。 

運輸業におけるＢＣＰ策定率 

20.8 

45.8 

14.9 

26.5 

30.7 

21.3 

19.7 

5.7 

13.3 

0.3 

0.7 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

中堅企業 

大企業 

策定済みである 策定中である 

策定を予定している 予定はない 

ＢＣＰとは何かを知らなかった 無回答 

企業規模別ＢＣＰ策定率＇全産業（ 
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※内閣府「企業の事業継続の取組に関する実態調査」について 

8.6 

22.4 
27.1 7 

6.7 

11.9 

17.8 

5.9 

28.8 

4.3 
6.7 

22 

62.4 
58.3 

6.8 

0 0 
1.7 

0 0 1.7 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

2007年 2009年 2011年 
策定済みである 策定中である 

策定を予定している 予定はない 

ＢＣＰとは何かを知らなかった その他 

無回答 



＇3-18（ＢＣＰの策定が進まない理由 

■ ＢＣＰ策定時の問題点・課題としては、大企業においては、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、 
   「部署間の連携が難しい」、「策定する人手を確保できない」との回答が多い。 
■ 中堅企業においては、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人手を確保できない」、「ＢＣ 
   Ｐに対する現場の意識が低い」との回答が多い。 

0 10 20 30 40 50 60 

その他 

民間のＢＣＰ支援サービスが不十分 

ＢＣＰに関するコンサルティング企業等の相談窓口が分からない 

ＢＣＰに関する地方自治体の相談窓口が分からない 

税制優遇措置などの財務手当支援が不十分 

ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない 

法令、規制等の遵守義務との整合性が難しい 

ＢＣＰに対する現場の意識が低い対する経営層の意識が低い 

同業他社との相互協力関係の構築が難しい 

代替オフィス等の対策費用が高い 

ＢＣＰの内容に関する情報が不足している 

バックアップシステムの構築が難しい 

策定の費用の確保が難しい 

ＢＣＰに対する現場の意識が低い 

重要業務の絞り込みが難しい 

サプライチェーン内での調整が難しい 

策定する人手を確保できない 

部署間の連携が難しい 

策定に必要なスキル・ノウハウがない 

ＢＣＰ策定時の問題点・課題＇全産業（＇2011年度（ 

※内閣府「企業の事業継続の取組に関する実態調査」について 

９大企業 
９中堅企業 

98 ＇％（ 

＇n=520 複数回答（ 
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＇3-19（事故発生件数の推移 

■ トラック事業者数は年々増加しているが、事故件数は減尐している。 
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件数 

事故件数及び事業者数の推移＇トラック（ 

警察庁「交通統計」 

2010年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 



＇3-20（建設後４／年を超過する岸壁数 

■ 着実なストック整備の一方で、高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行。 
■ 港湾の基幹的役割を果たす係留施設では、建設後50年以上の施設が2010年の約5％から、2030年に

は約53％に急増。 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

1946 1951 1956 1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016 2021 2026 

整備岸壁数 建設後50年以上を経過する岸壁数＇累積（ 

※国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深-4.5m以深）：国土交通省港湾局調べ 

母数９岸壁約5,000施設※ 

2010年 2030年 2020年 

供用後50年以上経過する岸壁の割合 

約5% 約25% 約53% 

各年度に整備した係留施設数と供用後50年を経過する施設数の推移 

100 
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＇3-21（我が国の道路の維持管理の状況 

■ 我が国においては、高度経済成長期に整備したインフラの高齢化が進行している。 

■ 他方、尐なからぬ数の車両が、許可を得ることなくあるいは許可重量等の制限を超えた状態で通行して
おり、ひとたび事故が起きると重大事故につながる。 

※国土交通省調べ＇平成24年4月1日現在（ 建設年度不明橋梁を除く 

○大型車両の違反実態 

破断箇所 補修後 

１／／６年５月１／日破断を発見 １／／６年５月１８日補修完了 

全景 

 橋梁形式９鋼トラス橋 
 架設竣工年９1963年＇竣工後44年経過（ 
 経緯９2007年6月 緊急点検中に斜材の破断を確認 
  通行規制９ 6月21日～10月21日＇114日間（片側交互通行規制 

一般国道23号 木曽川大橋（三重県） 

○損傷の具体事例 

１／００年度 

総重量制限を超過した車両 
      ３３％ 

総重量制限を超えない車両     
     ６７％ 

※２０１１年度の車両重量自動計測措置データによる 
※総重量制限を超えない車両とは、適法に通行している車両と特殊車両通行許可  
 申請すれば適法となる車両 

○建設後50年を超えた橋梁＇2m（以上の割合 



築30年 
以上 

東京都区部臨海における物流施設の老朽化の状況 

＇3-22（物流施設の老朽化の現状と課題 

■  物流施設の老朽化が全国的に進行している＇例えば、東京都区部臨海に立地する物流施設のうち、  
  築30年以上経過した施設の割合は約４割（。 
■  施設の老朽化は施設設備の機能低下や維持管理、耐震補強等コスト上昇を招くおそれがあるが、 
  施設所有者の収益構造が厳しい状況下、建て替えは容易ではない。 
■  これらの理由により小規模・老朽化施設が集まるエリアの更新が図られず、周辺の交通等、都市環境上 
  の課題や、近年の物流ニーズへの対応が十分でないといった課題が発生している。 
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（3-23）日本関係船舶に対する海賊事案 

■ 2011年において、アデン湾航路を1,684隻（うち日本籍船115隻）、ペルシャ湾／インド南端航 
  路を3,702隻（同480隻）の日本関係船舶が航行。 
■ 日本関係船舶に対する海賊事案が発生している。 

【2011年における日本関係船舶航行隻数（のべ隻数）】 

 
08年11月14日    乗っ取り       ケニア沖                 中国籍         マグロ漁船「天祐７号」                         邦人乗員０名＇船長（  09年2月解放 
   11月15日    乗っ取り           アデン湾                 パナマ籍     タンカー「ケムスター・ビーナス」       邦人乗員なし        09年2月解放 
10年  4月  5日    船体に被弾     アデン湾         パナマ籍    コンテナ船「ハンバーグ・ブリッジ」   邦人乗員なし 
     4月25日    船体に被弾     アラビア海東部     パナマ籍     タンカー「イスズガワ」                         邦人乗員なし 
       10月10日    乗っ取り           ケニア沖                 パナマ籍     多目的船「イズミ」                             邦人乗員なし                  11年2月解放 
     10月28日    銃撃                  インド西岸沖         香港籍       タンカー「スターライト・ベンチャー」         邦人乗員なし 
   11月20日    船体に被弾     インド西岸沖         パナマ籍      コンテナ船「NYK  アルテア」         邦人乗員なし 
         12月13日    船体に被弾     アデン湾                パナマ籍      タンカー「オリエンタル・ローズ」        邦人乗員なし 
                              乗員2名軽傷 
11年  3月  5日    乗っ取り           アラビア海             バハマ籍      タンカー「グアナバラ」                                                  邦人乗員なし                  海賊 4名拘束 
           9月28日  船体に被弾    紅海                       バハマ籍      タンカー「ギンガ・ボブキャット」       邦人乗員なし 
 
12年2月～5月 アデン湾・紅海、オマーン沖＇アラビア海（、ホルムズ海峡南方で各１件計５件の追跡事案が発生 

日本関係船舶 1684隻 3702隻 

  

うち日本船籍 115隻 480隻 

  

うち自動車船 96隻 51隻 
うち油タンカー 12隻 168隻 
うちコンテナ船 5隻 0隻 
うちＬＮＧ船 2隻 223隻 
うち一般貨物船 0隻 2隻 
うち客船 0隻 1隻 

为な日本関係船舶の海賊事案 
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＇3-24（海賊事件発生件数の推移 

■ 2011年のソマリア海賊による襲撃件数は237 件＇2010 年219 件（と増加。 
■ 全世界の発生件数に占める割合も約54％＇2010 年約50％（に悪化。 
■ 一方、東南アジアにおける海賊事件の発生数は減尐傾向。 
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＇3-25（国際テロの脅威 

■ 国際テロは年々増加しており、死亡者を出す重大なテロも起きている。 

2002年 
インドネシア・バリ島における爆弾テ
ロ事件＇０／月０１日（ 

バリ島の繁華街のディスコ等で連続爆弾テロ事件が発生。邦人１人を含む１／１人が死
亡、２／／人以上が負傷。 

2003年 
サウジアラビア・リヤドにおける外国
人居住区連続爆破テロ事件＇４月０
１日（ 

首都リヤドの外国人居住区で、突っ込んだ車が爆発するなどの爆弾テロとみられる事件
が相次いで２件発生。２３人が死亡、ＪＩＣＡ所長ら邦人２人を含む０８３人が負傷。 

2004年 
スペイン・マドリードにおける同時多
発列車爆破テロ事件＇２月００日（ 

首都マドリードの早朝の通勤時間帯に、走行中の列車内で連続爆弾テロ事件が発生。
０８０人が死亡、０５／／人以上が負傷。 

2005年 
英国・ロンドンにおける地下鉄等爆
破テロ事件＇６月６日（ 

首都ロンドン中心部の地下鉄２か所及び１階建てバスで自爆テロが発生。４５人が死亡
＇自爆犯３人を含む。（、約６／／人が負傷。１０日にも同種の爆弾テロ未遂事件が発生。 

2006年 
インド・ムンバイにおける同時多発
列車爆破テロ事件＇６月００日（ 

インド国内最大の商業・金融都市ムンバイで、夕方のラッシュ時で混雑する６本の列車
に対して連続爆破テロ事件が発生。０７５人が死亡、７８／人が負傷。 

2007年 
パキスタン・ラワルピンディにおける
ブット元首相に対する銃撃・爆弾テ
ロ事件＇０１月１６日（ 

首都イスラマバード近郊のラワルピンディで、政治集会の演説を終えたブット元首相を男
が銃撃し、その直後に自爆による爆発が発生。元首相を含む約１／人が死亡。 

2008年 
インド・ムンバイにおける連続テロ事
件＇００月１５日（ 

インド・ムンバイで、自動小銃や手榴弾等で武装した集団が、市内各所で無差別の銃撃
を繰り返し、ホテルやユダヤ教関連施設に立てこもった。邦人０人を含む０５４人が死亡、
邦人０人を含む２／３人が負傷。 

2009年 
オランダ・アムステルダムから米国・
デトロイトに向かう米国旅客機に対
するテロ未遂事件＇０１月１４日（ 

アムステルダムからデトロイトに向かうノースウェスト航空機内においてテロ未遂事件が
発生。航空機に搭乗していたナイジェリア人の男０人を逮捕。 

2010年 
米国・ニューヨークのタイムズスクエ
アにおける爆弾テロ未遂事件＇４月
０日（ 

ニューヨークのタイムズスクエアにおいて、自動車爆弾を使用した爆弾テロ未遂事件が
発生。パキスタン系米国人０人を逮捕。 

为な国際テロ事案 

105 



1,580 
1,176 1,028 

532 
280 154 99 95 92 98 107 119 136

655 

1,329 
1,407 

1,470 
1,710 1,842 1,797 

2,128 2,214 
2,555 2,428 2,623 2,672

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

S47 S55 S60 H元 H6 H11 H16 H18 H19 H20 H21 H22 H23

外国船舶 日本船舶

＇隻（

1972  1980 1985 1989 1994 1999 2004  2006 2007 2008 2009     2010 2011

＇3-26（安定輸送・経済安全保障と日本商船隊 

■ 国際競争の激化の中で、日本商船隊の世界でのシェアは低下傾向。 
■ 東日本大震災等を契機として、安定輸送・経済安全保障の確立の重要性を再認識。日本商船隊の確保は重

要な課題。 
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我が国商船隊のシェア低下 

経済のグローバル化に伴う海上荷動
量の増加 
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日本籍船は厳しい国際競争 
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＇年央（ 

＇％（ 



３ 荷为から見た物流を取り巻く現状 
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＇％（

海外／国内設備投資比率＝（連結海外設備投資÷連結国内設備投資）×100 
（出所）日本政策投資銀行・2010・2011 設備投資計画調査 

＇4-1（事業所の海外移転、産業空洞化の懸念 

■ 企業活動のグローバル化の深化に伴い、我が国企業の海外設備投資の比率は増加傾向。 
■ 東日本大震災以降、「サプライチェーンの海外移転が加速する可能性がある」と回答した企業の割合は６割  

近くを占めた。 

我が国主要製造業の海外／国内設備投資比率 

（出所）経済産業省・東日本大震災後のサプライチェーンの復旧復興及び、 
    空洞化実態緊急アンケート（平成２３年５月） 
    ※ 国内の製造大企業を中心に２１６社に送付、１６３社より回答を得た。 

東日本大震災と我が国企業の海外移転の可能性 



109 

               有効回答企業：１１，００６社 
（出所）帝国データバンク・産業空洞化に対する企業の意識調査 
                                         （平成２３年８月） 

順位 要因 
構成比 
（％） 

回答社数  

1 円高 49.2 5,414 

2 人件費が高いため 39.5 4,351 

3 電力などのエネルギーの供給問題 37.9 4,174 

4 税制＇法人税や優遇税制など（ 28.3 3,111 

5 取引先企業の海外移転 26.5 2,913 

6 人口の減尐 23.4 2,574 

7 新興国など海外市場の成長性 22.4 2,461 

8 経済のグローバル化 21.4 2,357 

9 原材料などの調達費用が高いため 12.9 1,420 

10 為替のリスクヘッジ 12 1,322 

＇4-2（事業所の海外移転、産業空洞化の要因等 

■ 原油・石油製品価格は、長期的に上昇傾向にあり、物流コストを押し上げる方向。 
■ 海外流出の要因としては、円高や人件費のほか、物流効率化とも関係する「原材料費の調達費用」な

ども要因として挙がっている。 
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原油(ドバイ)

（出所）経済産業省石油製品価格モニタリング調査 

原油・石油製品価格の推移 海外流出が加速する要因 
（上位１０項目・複数回答） 



110 

＇4-3（物流インフラの利便性 

■ 物流インフラ利用に関する利便性・コストは、産業の価格競争力に大きな影響を与える。 
■ 京浜港のコンテナ取扱料金は、以前に比較して低減している一方、諸外国の为要な物流インフラとの比

較でさらなるコスト減を望む産業界の声は尐なくない。 

京浜港 高雄港 釜山港 シンガ 
ポール港 

釜山新港 
＇Ｈ18年供用（ 

；コンテナ取扱料金の国際比較＝ 

2008年におけるコンテナ取扱料金の国際比較 
＇40フィートコンテナ1個あたり 京浜港＜100（ 

国土交通省 交通政策審議会第37回港湾分科会＇H22.3.9（資料抜粋 



＇4-4（貨物形態別に見た物流インフラの利用状況 

■ 一般的に、貨物の重量や形態、輸送時の時間制約等に応じて、使用される輸送手段や物流インフラは異な
る傾向にある。 

■ コンテナについては、陸送、海上輸送の振り替えが容易である。 
■ 他方、鉄鋼業など鉄鉱石・石炭といった原材料を大量輸入する製造拠点や、重量の大きな建設機械を輸出

するような産業については、製品輸出又は輸入時において海運が志向され、またその陸上輸送が容易でな
いことから、その製造拠点が港湾近隣に立地する場合もある。 

■ 物流インフラの整備に当たっては貨物の特性に応じた荷为企業のニーズも勘案することが重要ではないか。 

＇出所（奈良運送＇株（ホームページより ＇出所（コンテナギャラリーホームページより 

建設機械の陸送 コンテナの陸送 
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http://livedoor.blogimg.jp/container_gallery/imgs/0/f/0f317a81.jpg
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北米 

南米 

豪ア 

欧州 

アフリカ 

中国 

日本 

部品輸出 部品輸入 

；凡例＝ 

中東 

完成車輸出 

自動車メーカーにおけるサプライチェーンのイメージ図 

※ボディー部品・エンジン部品・ミッション部品等 ※エンジン部品、オーディオ機器、サイドミラー等 

○完成車については国内生
産の４／％以上が輸出。
ただし、ここ１,２年は円高

等の影響により輸出減。
それに伴い国内生産台数
も減尐。 

 

○部品については、海外現
地生産拡大に伴い輸出も
増大。为な輸出品目はボ
ディー部品・エンジン部
品・ミッション部品等。 

 

○他方、部品の輸入品目と
してはエンジン部品オー
ディオ機器、サイドミラー
等。 

＇4-5（自動車（完成車・部品）の物の流れのイメージ 

■ 自動車産業は製造業として輸出出荷額の割合が多く、関連産業も極めて多く裾野の広い産業。加えて、
サプライチェーンのグローバル化が益々深化してきている。 

■ 現時点では、燃費・安全性に重要な部品について生産拠点が日本に残っており、その意味でグローバル
サプライチェーンの中で重要な位置を占めている。しかし、こうした部品の生産についても価格競争力の
ある新興国との競争が激化している中、コスト面での不利を最小限にするために、必要な物流の環境整
備を行うことが重要。 

自動車（完成車・部品）の物の流れ 
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完成品半導体 

○半導体＇ハイテク部品（
までも、相当程度、生
産拠点の海外移転が
進んでいる。 

○完成品半導体の輸送
は航空機が殆ど。 

＇4-6（完成品テレビ・完成品半導体の物流のイメージ 

■ 複数の部品から組み立てられる家電製品・電子製品の製造については、サプライチェーンのグローバル化が
深化し、製造拠点の海外移転が既に相当程度に進んでいる。加えて、こうした製品の多くに使われる半導体
についても、相当程度海外に移転しつつある。 

■ 国内の半導体製造拠点が残り続けるためには、海外の家電製品・電子製品等の事業拠点からの納入ニー
ズに臨機応変に応えられることも一つの条件。 

ある総合電機メーカーにおける完成品テレビ及び完成品半導体のサプライチェーンのイメージ図 

○モジュール化が進んでお
り、関税対策による地産地
消ベースでの生産へシフト
し、すでに国内での組立て
は行われていない。 

○完成品テレビの輸送はト
ラック＇陸送（及び船。 

完成品テレビ 
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＇4-7（業種別に見た荷为における物流の現状＇建設機械（ 

■ 世界経済が停滞し円高が進む中でも、建設機械は堅調であり輸出も伸長している。 
■ 重量や形状から陸送が容易でないものが多い。 
■ 輸出港シェアは工場近隣の地方港の利用が多い。 

建設機械産業の現状 

・輸出は全世界的に堅調な海外需要に牽引されて、
05年度に初めて1兆円を超えて、2010年度には1兆
4500億円に達する。 

 

・我が国建設機械メーカーは、油圧ショベルの競争力
が高く、世界の5～6割のシェアを占める。特に、アジ
アにおけるシェアは高い。 

我が国建設機械産業の出荷額等の推移 

10年度 00年度 

出荷額＇億円（ 19,630 13,102 

従業員者数＇千人（ 48 38 

輸出額＇億円（ 14,529 4,286 

輸入額＇億円（ 795 390 

税関名 シェア 

神戸 25.8% 

横浜 24.6% 

東播磨 17.0% 

名古屋 6.8% 

日立 5.8% 

我が国の建設機械の为要輸出港・空港 ＇2011年（ 

・一般建設機械は、为にRORO船を使用。 
 

・超大型の建設機械は完成品の形態のまま輸出する
ことができず分割出荷が一般的で、在来船を活用。 

 

・陸送の場合はトレーラーを利用するが、重量物は臨
港立地の工場から艀や内航船で海上輸送すること
が多い。 

建設機械の物流の特徴 

資料９出荷額・輸出額=日本建設機械工業会統計、従業員=経済産業省「工業統計」、 
    輸入額=財務省「貿易統計」 
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＇4-8（物流分野における企業の省エネ・環境対応の重要性 

■ 荷为企業の環境対応が求められる中、生産活動のみならず物流の改善による環境負荷低減に関する
対策も重要となっている。 

■ 物流の効率化とともに環境配慮型の物流の実現を目指して、荷为において様々な取組が行われている。 

実施後 

実施前 

実施前：輸送品目毎の輸送 
メーカーＡ 

メーカーＢ 

メーカーＣ 

物流センターＢ 

店舗Ａ 

店舗Ｂ 

取引先倉庫 
様々な型式のクレートが混在 

環境負荷大 

クレート紛失 

混載困難 

複数のライン（物流センター）で処理 

物流センターＡ 

実施後：同一クレートを用いた効率的な輸送 

メーカーＡ 

メーカーＢ 

メーカーＣ 

店舗Ａ 

店舗Ｂ 

取引先倉庫 

広島フルラインセンター 

クレートレンタル会社 

クレート一括レンタル 貸出 

貸出 

貸出 

出荷 

出荷 

出荷 

配送 

配送 

配送 

回収 

回収 

回収 

混載により積載率向上 

同一ラインで処理 

さらに 

回収・洗浄・リサイクル ＲＦＩＤとハンディターミナルで 
クレートの循環システムを構築 

物流拠点整備を通じた輸送の効率化 電子タグ活用による物流資材循環型管理システム 

荷主における環境配慮型物流の事例 
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＇出所（ニッセイ・リース株式会社  ニッセイ景況アンケート調査結果 全国調査結果2011年度上期調査 

＇4-9（災害に強い物流システムの必要性 

■ 平成１２年２月の東日本大震災において、物流網の寸断による部品供給の不足に直面した企業は尐なく
ない。部品点数の多い自動車メーカー等が減産を余儀なくされるなど、我が国ものづくり産業に係るサプ
ライチェーンは大きな影響を受けた。 

■ 災害耐性を備えたサプライチェーンを構築し、緊急時においても重要な事業活動を維持するためには、安
定的かつ確実な物資の調達・供給を可能とする物流網の確保が重要である。 

東日本大震災の際、企業が受けた悪影響 



４ 物流コスト低減と物流事業について 



４.０ 我が国企業の物流コストの推移 



＇5-1（我が国企業の物流コストの推移① 

■ 売上高に占める物流コストの割合は、1990年代後半から2000年代前半にかけて低下。2005年以降は横ばい。 
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売上高物流コスト比率の推移 

全業種 

为要製造業 

注1９物流コストは、以下の合計。 
    ①輸送費＇調達輸送費、社内輸送費、販売輸送費（ 
    ②保管費＇資材保管費、製品保管費（、 
    ③その他＇包装費、荷役費、物流管理費（ 
注2９本調査における「为要製造業」は以下の15業種。 
    ①水産 ②食品＇要冷（ ③食品＇常温（ ④紙 ⑤プラスチック・ゴム ⑥化学繊維 ⑦石けん・洗剤・塗料 ⑧化粧品・歯磨  
    ⑨その他の化学品 ⑩石油製品・石炭製品 ⑪窯業・土石・ガラス・セメント ⑫鉄鋼 ⑬電気機器＇家電・ＡＶ（ ⑭出版 ⑮印刷 
注3９2011年度の回答企業数は全業種198社、为要製造業73社 
出典９日本ロジスティクスシステム協会「2011年度物流コスト調査報告書」 



＇5-2（我が国企業の物流コストの推移② 
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注1９物流コストは、以下の合計。 
    ①輸送費＇調達輸送費、社内輸送費、販売輸送費（ 
    ②保管費＇資材保管費、製品保管費（、 
    ③その他＇包装費、荷役費、物流管理費（ 
注2９2011年度の回答企業数は製造業141社、卸売業33社、小売業20社 
出典９日本ロジスティクスシステム協会「物流コスト調査報告書＇2004年度～2011年度（」 
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４.１ 物流事業の制度改正と 
      物流事業者数の推移 



＇5-3（物流事業者数の推移① 

■ 1990年の事業参入に係る制度変更以降、貨物自動車運送事業者は約57%増＇約23,000者増（となっている。 
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40,072 

62,988 

40,000 

45,000 

50,000 

55,000 

60,000 

65,000 

貨物自動車運送事業 

【1990年】 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金規制を許可制から事前届出制に 

【2003年】 
・営業区域規制の廃止 
・運賃料金の事前届出制の廃止 

約57%増 



2,322 

3,842 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

貨物利用運送事業※ 

＇5-4（物流事業者数の推移② 

■ ここ20年で、倉庫業は約32%増＇約1,400者増（、貨物利用運送事業は約65%増＇約1,500者増（となっている。 
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4,357 

5,789 

4,000 

4,500 

5,000 

5,500 

6,000 
倉庫業 

【2002年】 
・参入規制の許可制を登録制に 
・料金の事前届出制を廃止 

【1990年】 
・事業参入の免許制を許可制に 

【2003年】 
・事業参入の許可制を登録制に＇第一種のみ（ 
・運賃料金の事前届出制を廃止 

約32%増 

約65%増 

※鉄道利用運送事業者数、内航利用運送事業者数、外航利用運送事業者数、航空利用運送事業者数の合計 
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港湾運送業 

＇5-5（物流事業者数の推移③ 

■ ここ20年で、内航海運事業は約47%減＇約3,400者減（、港湾運送業は約18%減＇約200者減（となっている。 
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6,000 

6,500 
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7,500 
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内航海運業 

【1998年】 
・船腹調整事業の解消 

【2005年】 
・事業参入の許可制を登録制に 
・最大限度量制度、標準運賃・貸度料制度の廃止 

【2000年】＇为要８港（ 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金の認可制を事前届出制に 

【2006年】＇全国（ 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金の認可制を事前届出制に 

約47%減 

約18%減 



４.２ 物流事業の制度改正と 
     サービス価格指数の推移 
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＇5-6（サービス価格指数＇トラック運送（ 

■ トラック運送のサービス価格指数は、1993年をピークに低下。2005年以降は若干増加の水準で推移しており、燃料価 
  格高騰の影響が考えられる。トラック運送事業の営業利益率は2007年度以降マイナスで推移。 
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2005年平均＜100 

【2003年】 
・営業区域規制の廃止 
・運賃料金の事前届出制の廃止 

注1９サービス価格指数は、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定したものである。原則、サービスの内容、取引相手先、 
  取引条件などを固定した「実際の取引価格」について、サービスの提供者＇生産者（から継続的に調査している＇全調査先数は823（。 
  出典９サービス価格指数９日本銀行「企業向けサービス価格指数＇2005年基準（」 
注2９燃料価格は軽油の価格  
  出典９＇2011年3月まで（一般財団法人日本エネルギー経済研究所石油情報センター 
      「価格情報．一般小売価格」月次調査＇毎月10日調査（から作成 
      ＇2011年4月から（資源エネルギー庁「石油製品価格調査」＇毎週月曜調査（を基に毎月第2週目の価格から作成 
トラック運送事業の営業利益率９全日本トラック協会「経営分析報告書＇1996年度決算版～2010年度決算版（」から作成 

【1997年】 
・消費税率引き上げ 

  
1994
年度 

1995
年度 

1996
年度 

1997
年度 

1998
年度 

1999
年度 

2000
年度 

2001
年度 

2002
年度 

2003
年度 

2004
年度 

2005
年度 

2006
年度 

2007
年度 

2008
年度 

2009
年度 

2010
年度 

トラック運送事業
の営業利益率 

1.4 0.9 1.0 0.3 0.2 0.8 0.1 0.0 ▲0.1 0.2 0.3 0.2 0.1 ▲0.4 ▲1.3 ▲0.4 ▲0.7 

円．リットル 

サービス価格指数のピーク９ 
1992年7月、8月、9月、1993年5月、6月＜107.1 

【1990年】 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金規制を許可制から事前届出制に 
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＇5-7（サービス価格指数＇内航海運（ 

■ 内航海運のサービス価格指数は、1990年代前半をピークに着実に低下。2004年を底に、その後は燃料価格の動向と 
  あわせて推移。 
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2005年平均＜100   ＇US$/barrel（  

【1998年】 
・船腹調整事業の解消 

【2005年】 
・事業参入の許可制を登録制に 
・最大限度量制度、標準運賃・貸度料制度の廃止 

注1９サービス価格指数は、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定したものである。原則、サービスの内容、取引相手先、 
  取引条件などを固定した「実際の取引価格」について、サービスの提供者＇生産者（から継続的に調査している＇全調査先数は823（。    
  出典９日本銀行「企業向けサービス価格指数＇2005年基準（」 
注2９燃料価格は原油の価格  出典９IMF Primary Commodity Prices 

【1997年】 
・消費税率引き上げ 
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＇5-8（サービス価格指数＇鉄道貨物輸送（ 

■ 鉄道貨物輸送のサービス価格指数は、比較的安定的に推移。 
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2005年平均＜100 

【1997年】＇鉄道事業法（ 
・運賃料金の上限価格制の導入 

【2002年】＇鉄道事業法（ 
・需給調整規制の廃止 
・運賃料金の上限価格制・事前届出制の廃止 

注９サービス価格指数は、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定したものである。原則、サービスの内容、取引相手先、 
  取引条件などを固定した「実際の取引価格」について、サービスの提供者＇生産者（から継続的に調査している＇全調査先数は823（。 
  出典９日本銀行「企業向けサービス価格指数＇2005年基準（」 

【1997年】 
・消費税率引き上げ 

【1990年】＇貨物運送取扱事業法（ 
・事業参入の免許制を許可制に 

【2003年】 
＇鉄道事業法（ 
・休廃止に係る許可制を事前届出制に 
＇貨物利用運送事業法（ 
・事業参入の許可制を登録制に＇第一種のみ（ 
・運賃料金の事前届出制を廃止 
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＇5-9（サービス価格指数＇航空貨物輸送（ 

■ 国内航空貨物輸送のサービス価格指数は、1990年代後半に低下したが、2008年以降、元の水準に戻っている。 
■ 国際航空貨物輸送のサービス価格指数は、1990年代以降上下動を繰り返している。近年は特に低い水準で推移。 
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2005年平均＜100 

【2000年】＇航空法（ 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃規制の緩和 

【1997年】 
・消費税率引き上げ 

＇US$/barrel（ 

注1９サービス価格指数は、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定したものである。原則、サービスの内容、取引相手先、 
  取引条件などを固定した「実際の取引価格」について、サービスの提供者＇生産者（から継続的に調査している＇全調査先数は823（。    
  出典９日本銀行「企業向けサービス価格指数＇2005年基準（」 
注2９燃料価格は原油の価格  出典９IMF Primary Commodity Prices 

【1990年】＇貨物運送取扱事業法（ 
・事業参入の免許制を許可制に 

【2003年】＇貨物利用運送事業法（ 
・事業参入の許可制を登録制に＇第一種のみ（ 
・運賃料金の事前届出制を廃止 
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港湾運送 

＇5-10（サービス価格指数＇倉庫・港湾運送（ 

■ 倉庫のサービス価格指数は、1990年代前半をピークに低下。2005年以降横ばい。 
■ 港湾運送のサービス価格指数は、1990年代前半をピークに低下。1998年から2006年まで横ばいで推移。以降、2007 
  年、2011年に段階的に低下。 
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2005年平均＜100 

【2000年】＇港湾運送（＇为要８港（ 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金の認可制を事前届出制に 

【2006年】＇港湾運送（＇全国（ 
・事業参入の免許制を許可制に 
・運賃料金の認可制を事前届出制に 

【1997年】 
・消費税率引き上げ 

【200０年】＇倉庫（ 
・参入規制の許可制を登録制に 
・料金の事前届出制を廃止 

注９サービス価格指数は、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定したものである。原則、サービスの内容、取引相手先、 
  取引条件などを固定した「実際の取引価格」について、サービスの提供者＇生産者（から継続的に調査している＇全調査先数は823（。 
  出典９日本銀行「企業向けサービス価格指数＇2005年基準（」 



４.３ 物流事業をめぐる状況 
       ＇トラック運送事業を例に（ 
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＇5-11（トラック運送の原価構造 

■ トラック運送の０台０ヶ月あたりの車種別運送原価構造をみると、運転者人件費が最も高い割合を占めている。 
■ 車種が大きくなる程、運転者人件費の占める割合は低下し、燃料油脂費の占める割合が上昇している。 
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9.8% 2.1% 

18.8% 

7.7% 

40.1% 

7.7% 

7.7% 

5.0% 

1.1% 
11・12ｔ車 

出典９国土交通省自動車局、(社)全日本トラック協会 
    「トラック運送事業の運賃・原価に関する調査 調査報告書」 
    ＇調査期間９2011年1月～3月（ 

＇傭車費、道路使用料等（ 

＇支払金利等（ 

＇原価償却費、自動車リース料等（ 



＇5-12（トラック事業の労働環境について 

■ トラック運送業は2011年の平均月間実労働時間は184.9時間であった。これに対して全産業平均の月間実労働時間は 
  145.6時間であり、トラック運送業と全産業との平均月間実労働時間の差は、39.3時間に達している。 
■ また、大半が零細事業者であるため、平均月間収入をみると、トラック運送業は300,213円であり、全産業平均316,792 
  円に比べると16,579円低い水準にある。 

出典９厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

常用労働者０人平均給与 
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＇5-13（トラック運送事業における従業員年齢構成の変化 

■ トラックドライバーの年齢構成は、我が国の年齢階級別労働力人口の変化に比べ、急激に29歳以下の比率が低下して 
  いる。 

トラック運送事業における年齢構成の変化 

出典９我が国の年齢階級別労働力人口比率は、総務省統計局「年齢階級別労働力人口」より作成 
     トラックドライバーの年齢構成は、公益社団法人全日本トラック協会「トラック運送事業の賃金実態」より作成 
注９トラックドライバー＇普通（は、最大積載重量5トン未満の車に乗務している方、＇大型（は、最大積載重量5トン以上の車に乗務している方を指す。 

我が国の年齢階級
別労働力人口比率 

トラックドライバーの
年齢構成＇大型（ 

トラックドライバーの
年齢構成＇普通（ 
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＇5-14（独占禁止法上の特殊指定＇物流特殊指定（について 

■ 「特殊指定」とは、特定の事業分野について、独占禁止法上の禁止行為である「不公正な取引方法」の規制に際し、その 
  具体的な内容を公正取引委員会が告示で指定するもの。現在、物流、新聞業、大規模小売業の２業種について指定。 
■ 物流については、荷为と物流事業者の取引における優越的地位の濫用を効果的に規制するために指定されたもので、 
  2004年4月1日施行。 
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対象となる取引 

特定荷为 

資本金２億円超 資本金２億円以下＇個人含む（ 
物品の運送又は保管の継続的な委託 

資本金０千万円超２億円以下 資本金０千万円以下＇個人含む（ 

取引上の地位が優越している荷为 取引上の地位が劣っている物流事業者 

特定物流事業者 

禁止行為類型 

特定物流事業者に責任がないのに、あらかじめ
定められた支払期日までに代金を支払わないこと 

特定物流事業者に責任がないのに、あらかじめ
定められた代金を減額すること 

同種・類似の内容の運送又は保管の一般的な対価
に比べ、著しく低い代金の額を不当に定めること 

①代金の支払遅延 

②代金の減額 

③買いたたき 

正当な理由がないのに、自己の指定する物品又
は役務を強制して購入・利用させること 

代金を手形で支払う際に、一般の金融機関で割
引を受けることが困難な手形を交付すること 

自己の利益のために、金銭、役務その他の経済
上の利益を不当に提供させること 

④購入・利用強制 

⑤割引困難な手形の交付 

⑥不当な経済上の利益の提供要請 

不当に、運送若しくは保管の内容を変更させ、又
は、やり直させること 

①～⑦の禁止行為の要求を拒否した特定物流事業
者に対して、取引の量を減じ、取引を停止し、その
他の不利益な取扱いをすること 

                                                                       
①～⑧の禁止行為を公正取引委員会に通報した、又は通報
しようとした特定物流事業者に対して、取引の量を減じ、取
引を停止し、その他の不利益な取扱いをすること 

⑦不当な給付内容の変更及びやり直し 

⑧要求拒否に対する報復措置 

⑨情報提供に対する報復措置 



個別追加資料 



我が国の港湾を取り巻く現状について 
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上海 
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香港 

深圳 

日本全体 

釜山 

東京 

横浜 

神戸 

名古屋 

大阪 

ドバイ 

ロッテルダム 

ロサンゼルス 

世界の港湾別コンテナ取扱個数上位４港および北米・欧州・中東・日本の为要港 

注９外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はContainerisation Internationalで収集される为要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。 

出典９ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook、 CI Online 

    ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ September 2011、March2012をもとに国土交通省港湾局作成    138 

＇1（为要港のコンテナ取扱貨物量の推移 
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＇出典（日本９港湾管理者調べを基に国土交通省港湾局作成 
         ただし、東京港等一部港湾については積み替えコンテナ個数が不明のため、積み替えコンテナ個数には計上していない。 
     釜山９BPA公表資料を基にした日刊CARGO電子版記事より国土交通省港湾局作成 
         ただし、韓国国内に輸送される積み替え貨物が含まれている。 

トランシップ貨物取扱率 2% 

トランシップ貨物取扱率 46% 

＇万TEU（ 

トランシップ 
貨物取扱量 

総コンテナ 
貨物取扱量 

【凡例】 

※トランシップ貨物取扱率９ 
   海外から輸送され、当該港湾で積み 
   替えられ、さらに海外へ輸送される 
   コンテナ貨物＇トランシップ貨物（が、 
   当該港湾の総コンテナ貨物取扱量に 
   対して占める割合 
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＇2（日本と釜山港におけるトランシップ貨物取扱率※＇2011年（ 



釜山港等東アジア为要港でのトランシップ率 

直送貨物量及び東アジア为要港以外でのトランシップ貨物 

出典９全国輸出入コンテナ貨物流動調査より国土交通省港湾局作成 
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東アジア为要港９釜山、光陽、上海、寧波、基隆、高雄、台中

海外港９東アジア为要港に加え、香港、深せん諸港、廈門、シンガポール、タンジュンぺラパス

東アジア主要港から欧米へ 

国際コンテナ戦略港湾 
(阪神・京浜)から欧米へ 

転換 

転換 

釜山港等東アジア为要港でのトランシップ貨物量 

※1 日本発着のコンテナ貨物のうち釜山港等東アジア为要港※2で積み替えられて諸外国へまたは諸外国から輸送される貨物の率 

※2 東アジア为要港９ 釜山港、光陽港、上海港、寧波港、基隆港、台中港、高雄港 

釜山港等東アジア为要港での 
トランシップ率の推移 

釜山港等東アジア为要港 
でのトランシップ率 

東アジア为要港での積替貨物量 

直送貨物量＊積替貨物量 
＜ 

0.7%
3.1%

9.1% 9.7%

0%

10%

20%

30%

40%

0

500

1,000

1,500

1993 1998 2003 2008

万トン/月

トランシップ貨物量＇率（推移
東アジア为要港でのトランシップ貨物量 直送貨物量

東アジア为要港９釜山、光陽、上海、寧波、基隆、高雄、台中

海外港９東アジア为要港に加え、香港、深せん諸港、廈門、シンガ
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＇3（釜山港等東アジア为要港でのトランシップ率※1 
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北米航路

欧州航路

寄港便数．週 

アジア为要港に寄港する
基幹航路の便数は増加
または横這い 

我が国に寄港する 
基幹航路の便数は減尐 

ここでの「基幹航路」は、北米航路、欧州航路を指す。 

資料９国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 ０８８４の値は前年＇０８８３年（の００月現在の値  その他の値も同様に前年００月の値 

2012年 
東京港＊横浜港 
31航路 

  香港  シンガポール  上海    釜山     東京     横浜    名古屋    大阪     神戸 
95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 95 01 07 12 

2012年 
名古屋港 
13航路 

2012年 
大阪港＊神戸港 
17航路 
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＇4（我が国港湾とアジア为要港との欧米基幹航路寄港便数の比較 



 「ハブ港」とは、多方面・多頻度※の航路サービスを有するコンテナ港湾。一定以上の発生集
中貨物量を取り扱うことが必要。 

欧
州 

アジア 

※多方面・多頻度９ 欧州、北米、アジア等の各方面に、ほぼ毎日の航路サービスを有することが必要 

北
米 

ハブ港のイメージ 

多頻度 

その他 

トランシップ型 

多頻度 

多頻度 

背後圏の発生集中貨物
により、ハブ港として機能 

近隣港湾の貨物を集めて自
港でトランシップすることによ
り、ハブ港とし機能 

ハブ港 

ベースカーゴ型 

多頻度 
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＇5（ハブ港の種類 



4,431 

7,922 

17,893 

22,869 

16,326 

24,000 

6,272 

5,806 

6,263 

477 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

シンガ 

ポール 

釜山 香港 上海 日本 

＇出典（日本９港湾統計＇年報（ 
         ただし、東京港等一部港湾については積み替えコンテナ個数が不明の 
         ため、積み替えコンテナ個数には計上していない 
     海外９Drewry「Container Market Review and Forecast Annual Report 2011/12」 

＇千TEU（ 

トランシップ貨物取扱量 
総コンテナ 
貨物取扱量 

［24%］ 
23,699 

［84%］ 
28,431 

［44%］ 
14,194 

［3%］ 
16,852 

※［ ］内はトランシップ貨物取扱率 

［21%］ 
29,132 
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※トランシップ貨物取扱率９ 
   海外から輸送され、当該港湾で積み替えられ、さらに海外へ輸送されるコンテナ貨物 
   ＇トランシップ貨物（が、当該港湾の総コンテナ貨物取扱量に対して占める割合 

＇6（東アジア为要港におけるトランシップ貨物取扱率＇2010年（ 
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'90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10

億TEU

その他

欧州

北米

日本

アジア

○アジア９韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア 
○北米９アメリカ、カナダ 
○欧州９イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク 
○その他９日本と上記以外 

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移 
１／０／年 

全世界 

日本 

アジア 
＇日本含まず（ 

１億２＋０５８万ＴＥＵ ４億／＋２４０万ＴＥＵ 

０＋２０２万ＴＥＵ ０＋７６４万ＴＥＵ 

８＋１１６万ＴＥＵ １億３＋３０６万ＴＥＵ 

１－１倍 

０－３倍 

１－５倍 

TEU(twenty-foot equivalent unit)９国際標準規格＇ＩＳＯ規格（の20フィート・コンテナを０とし、40フィート・コンテナを１として計算する単位  

１／／／年 

出典９各年のContainerisation International Yearbook, CI Online  
             Containerisation International September 2011より国土交通省港湾局作成 

※’10は暫定確定値 

アジアの港湾 

１億３＋３０６万ＴＥＵ 

アジアの港湾 

８＋１１６万ＴＥＵ 

※ 

＇１＋／３４万ＴＥＵ（ 

日本の2010年のコンテナ取扱個数の内カッコ内のものは港湾統計の外内貿合計値 

注（外内貿を含む数字。 
   ただし、2010年の日本全体の取扱貨物量は世界上位500位に含まれる国内26港の合計値 

144 

＇7（世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱個数の推移 



【アジア为要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】 

０８７／年 １／００年＇速報値（ 

＇単位９万ＴＥＵ（ 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
2,994 

92 

東京湾 
763 
135 

大阪湾 
475 
171 

釜山 
1,618 

63 
上海 
3,150 

5 

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数 
（単位：万ＴＥＵ） 

2011年（上段） 

1980年（下段） 

[注] 外内貿を含む数字 
   ＇ （内は2010年の順位 
   大阪港については2010年の取扱量 

出典９ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook1982 
     ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ  ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ  September 2011、March 2012をもとに国土交通省港湾局作成      

※東京湾は東京港・横浜港、 
大阪湾は大阪港・神戸港。 TEU (twenty-foot equivalent unit)９ 

  国際標準規格＇ＩＳＯ規格（の 
  20 フィート・コンテナを０とし、 
  40 フィート・コンテナを１として 
  計算する単位。 

深圳 
2,257 

― 

香港 
2,440 
146 

広州 
1440 
― 

寧波 
1,469 

― 

青島 
1302 
― 

港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 195 1 (1) 上海 3,150

2 ロッテルダム 190 2 (2) シンガポール 2,994

3 香港 146 3 (3) 香港 2,440

4 神戸 146 4 (4) 深圳 2,257

5 高雄 98 5 (5) 釜山 1,618

6 シンガポール 92 6 (6) 寧波 1,469

7 サンファン 85 7 (7) 広州 1,440

8 ロングビーチ 82 8 (8) 青島 1,302

9 ハンブルク 78 9 (9) ドバイ 1,300

10 オークランド 78 10 (10) ロッテルダム 1,190

… ･

13 横浜 72 ･

… 27(25) 東京 455

16 釜山 63

… 40(36) 横浜 308

18 東京 63

･ 47(48) 名古屋 255

･

39 大阪 25 49(47) 神戸 247

※大阪港は上位50位以下のため順位不明

46 名古屋 21 - (56) 大阪 (228)
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＇8（アジア为要港におけるコンテナ取扱貨物 



欧州へ 

香港 

上海 

釜山 

北米へ 

シンガポール 
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＇9（国際基幹航路のアジアにおける为な通航ルート 



※コンテナ取扱料金は、港湾利用者に対する ヒアリング結果(平成０１年、平成１／年)による。 

平成１／年＇１／／７年（におけるコンテナ取扱料金の国際比較 
＇３／フィートコンテナ０個あたり 京浜港＜０／／（ 

0

50

100

150

京浜港 高雄港 釜山港 シンガポール港 釜山新港

０／／

５８

６８

４８

＇H18年供用（

１割弱低減
＇ H12年度比（

約０割低減
＇ H12年度比（

同程度
＇ H12年度比（

７４
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＇10（コンテナ取扱料金の国際比較 



日本 韓国 

 国際戦略総合特別区域＇総合特別区域法（ 釜山港 
＇釜山・鎭海経済自由区域＇ＢＪＦＥＺ（（ 大阪市＇大阪港夢洲地区（ 

保
税
制
度 

保税蔵置に係る 
許可手数料 

特例なし＇9,500～88,700円/月（ 無料 

蔵置可能期間 特例なし＇指定保税地域９０ヶ月、保税蔵置場９１年＇延長可（（ 無期限 

原料課税、 
製品課税の別 

特例なし＇原則、原料課税（ 
原料課税、製品課税の 
いずれかを選択可能 

税
制
特
例 

国
税 

法人税 
所得税 

以下のいずれかを選択 
①課税対象所得の控除＇４年間、20%（ 
②投資税額控除＇取得価格の15%＇建物等７%（（ 
③特別償却＇取得価格の50%＇建物等25%（（ 

 

①の対象９指定特定事業法人 
    ＇専ら、総合特区で適用される規制等の特例措置の適用を受ける事業等を行う法人（ 
②、③の対象９指定法人 
    ＇総合特区内で総合特区の戦略に合致する事業を行う法人（ 

法人税・所得税を、 
０（２年間免除、１年間50%免除 
１（４年間免除、１年間50%免除 
 

０（の対象９製造業 1千万ドル以上、観光業1千万 
       ドル物流業 5百万ドル以上、物流業5百 
       万ドル以上、 Ｒ＆Ｄ百万ドル以上 
１（の要件９製造業 3千万ドル以上、観光業 2千万 
       ドル以上、物流業 1千万ドル以上、 
        Ｒ＆Ｄ 2百万ドル以上 

地
方
税 

事業所税  特例なし 免除＇5年間（ 
50%免除＇以後5年間（ 

 

対象９新エネルギー分野・ライフサイエンス分 
    野及び両分野を支援する物流等の事業 
    の場合 

※平成25年春より適用予定 

財産税を、 
６年間免除、２年間50%免除 
取得税を、 
15年間免除 

不動産取得税 特例なし＇土地等２%＇住宅を除く家屋３%（（ 

固定資産税 特例なし＇1.4%（ 

＇参考（敷地賃貸料＇舗装済埠頭用地（ 横浜港９3,960円/㎡・年、神戸港９4,308円/㎡・年、大阪港９4,524円/㎡・年 
38円/㎡・年＇釜山新港背後敷地（ 

※０ウォン=0.08円で換算 

その他 

・障害者、高齢者等の雇用義務なし 
・無給休暇の許容 
・勤務者派遣対象業務の拡大 
・国有財産の賃貸が50年まで可能 
・永久施設建築も可能 

資産割９事業所床面積＇㎡（×600円 
従業者割９従業者給与総額＇円（×0.25% 
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＇11（物流関連企業誘致への支援制度の日韓比較 



釜山新港            
 

港湾背後用地 

149 

包 装 組立、仕分け 保 管 荷 役 

＇12（釜山港背後におけるロジスティックス企業誘致のイメージ 



○ 地方部の港湾において、港湾管理者、地元市町村、振興協会等が、外航船社や輸出入貨物の荷为に対して、入

港料、施設使用料の減免や、助成金等による支援を行っている。 

○ これらの支援が、釜山港等へのコンテナ貨物の流出を招き、内航フィーダー輸送等による国際戦略港湾への集荷

を妨げる一因となっている。 

【 事 例 】 

外航船社等に対する为な支援内容 荷为等に対する为な支援内容 

Ａ港 
 

○外航コンテナ船の岸壁使用料・荷役機械使用料を４／%減免 ○外貿定期コンテナ船又はその他外国貿易船を利用する荷为に
対する助成＇１万円/TEU（ 

Ｂ港 
 

○外航定期コンテナ航路に対して入港料・岸壁係船料・荷役機
械使用料の減免 
 ※新規利用者について、荷役機械使用料２／％減免、 
   入港料・岸壁係船料全額免除＇いずれも０年間（ 
 ※既存利用者について、荷役機械使用料１／％減免 

○なし 

Ｃ港 ○なし ○新規利用荷为に対する助成＇０万円～１万円/TEU（ 
  ※内航フィーダー、小口混載貨物及び空コンテナを除く輸出 
○新規小口混載貨物に対する助成＇０m3またはトンあたり１千円) 
  ※内航フィーダーを除く輸出 
○大口利用する荷为に対する助成＇０万円/TEU（ 
  ※内航フィーダー、小口混載貨物及び空コンテナを除く輸出 

Ｄ港 ○外内航船に対し、使用時間に応じ、岸壁使用料の特別料金
を適用 
 ※通常料金の２２％減免 

○なし 

150 

＇13（地方の港における外航船社等に対する支援措置等 



国名 港名 
水深16m以上の岸壁 

＇カッコ内の水深18m以上の岸壁（ 

2010年コンテナ取扱個数 
〔万TEU〕 

  ※取扱個数のカッコ内は2009年値 
    右列は2010年の順位 

日本 

東京 0バース ＇0（ 420 (27) 

横浜 3バース ＇0（ 328 (36) 

名古屋 2バース ＇0（ [211] - 

大阪 1バース※1 ＇0（ [184] - 

神戸 3バース ＇0（ [225] - 

韓国 

釜山 17バース ＇4バース（ 1,416 (5) 

光陽 16バース ＇0（ [181] - 

仁川 0バース ＇0（ [158]  - 

中国 上海 16バース ＇0（ 2,907 (1) 

シンガポール シンガポール 23バース※2 ＇0（ 2,843  (2) 

ベルギー アントワープ 12,315m※3 ＇1,065m（ 847 (14) 

オランダ ロッテルダム 6,700m※3 ＇不明（ 1,115 (10) 

ドイツ ハンブルク 22バース ＇0（ 790 (15) 

※1９航路水深14mで暫定供用中  
※2９最大水深16m＇パシルパンジャンターミナル23バース中、16m以上の水深が確保されているバース数は不明（ 
※3９バース数が不明なため、バース延長を記載している。 
出典９国土交通省港湾局調べ＇国内港湾2011年6月時点、海外港湾2011年3月時点。（ 
    なお、海外港湾については統一的に得られる情報源で、かつ、最新のもののみ計上している。 
    コンテナ取扱個数は『March 2011 CONTAINERISATION INTERNATIONAL 』、『CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK 2011』 
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＇14（大水深コンテナターミナルの国際比較 



○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を
強化  ⇒  雇用と所得の維持・創出 

 

 

 

【取り組みの指標】   

  

基幹航路の就航を維持・拡大するためのハード・ソフト一体となった施策を集中して実施。 

 ① 阪神、京浜各港のコンテナターミナル全体の一体運営等によるターミナルコストの低減 

 ② 内航をはじめとするフィーダー網の抜本的な強化による広域からの貨物集約の推進 

 ③ ゲートオープン時間拡大による24時間化の推進、貨物積替円滑化支援施設整備等に

よる荷为サービスの向上 

 ④ コンテナ船大型化の進展に対応しうる大水深岸壁の整備 

 ⑤ 「民」の視点による戦略的港湾運営の実現に向けた港湾運営会社の設立          

国際コンテナ戦略港湾政策の政策目的９ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること 

政
策
目
的 

実
現
の
た
め
の
方
策 

京浜港 
＇東京港、横浜港、 

川崎港（ 

阪神港 
＇大阪港、 
神戸港（ 

国際コンテナ戦略港湾 
＇阪神港、京浜港（ 

○ 「選択と集中」の考え方の下、国際コンテナ戦略港湾検討委員会＇有識者委員会（の検討を経て、国際コンテナ戦略港湾
として阪神港、京浜港を選定＇2010年8月6日に公表（。 

○「港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律」が2011年3月31日成立・公布。 

○国際コンテナ戦略港湾検討委員会において、毎年、取り組み状況を管理。2013年を目処に中間評価。 

取
り
組
み
状
況 

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が尐なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減るというサービス
水準の直接の低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択せざるを得なくなり、我が国
立地企業が直接寄港ルートとの比較による価格交渉力を失い、海外トランシップルートの料金高騰等立地環境の悪化
を招く。また、積み替え時の積み残し等による遅延リスク、荷傷みのリスク等も懸念される。 

2015年   国内ハブの完成、東アジア为要港でのトランシップ率を半減 

2020年   国際トランシップも視野に入れ、東アジア为要港として選択される港湾に 
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＇15（「国際コンテナ戦略港湾」政策の概要 



我が国の港湾の国際競争力の強化等を図るため、港湾の種類について国際戦略港湾及び国際拠点港湾を追加する等の見直しを
行い、これらの港湾において国土交通大臣が行う港湾工事の範囲及びその費用に係る国の負担割合を定めるとともに、これらの港
湾におけるコンテナ埠頭等を一体的に運営する株式会社の指定及び当該埠頭等を構成する行政財産の貸付けに係る制度を創設
する等の所要の措置を講ずる。 

○ 港湾の種類の見直し 
 我が国港湾の国際競争力強化のため、港湾の種類として新たに「国際戦略港
湾」と位置付けるとともに、特定重要港湾の名称を「国際拠点港湾」に改める。 

 

○直轄港湾工事の国費負担率の引き上げ及び対象施設の拡充 
 国際戦略港湾における高規格コンテナターミナルの係留施設＇水深16m以上の
耐震強化岸壁（について、直轄港湾工事の国費負担率を7/10とする。これに附帯
するコンテナヤードを直轄港湾工事の対象施設に新たに追加する。＇国費負担率
は2/3（ 

 

○ 港湾運営会社制度の創設 
 港湾運営会社制度を創設し、国際戦略港湾及び国際拠点港湾に導入する。 

 

○港湾運営会社に対する無利子貸付制度の創設 
 公社等に限定されている無利子貸付金の貸付対象を国際戦略港湾及び国際
拠点港湾における港湾運営会社に拡大する。 

改正前 

改正後 

重要港湾 103港 

国際戦略港湾 5港 

国際拠点港湾 18港 

改正前特定重要港湾のうち
国際戦略港湾を除く港湾 

 

改正前重要港湾のうち、国
際戦略港湾及び国際拠点港
湾を除く港湾 
 

＇京浜＇東京・川崎・横浜（、 
 阪神＇大阪・神戸（（ 

地方港湾 810港 地方港湾 810港 

重要港湾 126港 

特定重要港湾 23港 

港湾の種類の見直し 

選択と集中 

    【公布】 平成23年3月31日     【施行】港湾の種類の見直し関係 ９平成23年4月1日 
   基本方針関係           ９平成23年9月15日 
  港湾運営会社関係       ９平成23年12月15日 
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＇16（港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律 

153 



利用者＇船社等（ 

港湾運営会社 

国 

港
湾
管
理
者 

  

・料金決定権の確保 
・荷为・船社等への営業活動 

財産貸付 

料
金 

民間資金 

監督 

公共性確保のための
チェック 

＇運営計画・料金変更
命令・監督命令・大口
株式保有への規制等（ 
 

協力 

・港湾運営会社の提案も
踏まえ、港湾計画を作成 

・臨港地区における行為
の届出の特例 

支援 

荷役機械などの整備
に係る支援＇税制・無
利子貸付（など 

行政財産の貸付け 

 
行政財産の貸付け 

流通施設の経営など関連事業は
自由に展開 

出
資 

埠頭群の運営業務＇公設民営（ 

財産貸付 

関連事業 

民間企業経営者を登用し、運営計画に基づ
き、港湾運営に関する業務を一元的・効率
的に実施 

サ
ー
ビ
ス 

○国土交通大臣が国際戦略港湾毎に一を限って指定した港湾運営会社が、行政財産＇国・港湾管理者所有の港湾施設（の貸付け
を受け、自社施設と一体運営することで効率的な港湾運営を実現。 

○民間企業経営者の登用や民間出資により、迅速かつ柔軟な港湾運営を実現。 

港  湾  施  設         

＇国（ ＇自社（ ＇港湾管理者（ 

荷役機械など＇会社が整備（ 

国土交通大臣が指定 
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＇17（港湾運営会社による効率的な港湾運営＇国際戦略港湾（ 
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緊急時石油供給ロジスティクスの強化 
について 



０－東日本大震災の経験と教訓 



＇1（東日本大震災発生時の石油供給状況 

【製油所の停止】 
 ○全国27製油所のうち、東北・関東の５製油所が損壊・停止 
 ＇全国27製油所＇当時（のうち、東北・関東の6製油所が損壊＇JX仙台、JX鹿島、コスモ千葉（、ないし

停止＇JX根岸、東燃川崎、極東千葉（（。 
  →我が国の石油精製能力の約６割までダウン後、10日程度で約9割まで回復。 
 
【ロジスティックスの寸断】 
 ○津波によって、石油製品の流通設備＇油槽所やタンクローリー（が破壊された。 

 ○石油業界として、災害時に流通設備＇油槽所やタンクローリー（の共同利用・輸送先＇病院・公民
館等（の事前割り振り等の協力を行う準備はなかった＇平時であれば、独禁法に抵触する行為（。 

震災による石油供給体制の被害・限界 

当時の対応 

【緊急供給要請対応、西日本からのバックアップ輸送】 
 ○個別の対応 
  石油業界とエネ庁共同で自治体等から寄せられる合計約1500件の緊急要請に対応し、被災地へ

燃料輸送＇石油元売とエネ庁が「共同オペレーションルーム」 を立ち上げて対応（。 
 ○全体の対応 
  ・被災地への石油の供給に当たり不足していたタンクローリーの大量投入＇約300台（や 
   被災した油槽所＇塩竃油槽所（の受入港湾の掃海等により輸送ルートを早期に確立。 
  ・西日本の製油所等から被災地や関東圏へ、貨物鉄道やタンカーで石油製品をバックアップ輸送。 
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塩竃油槽所の機能回復仙台

青森油槽所

秋田油槽所

新潟油槽所

気仙沼油槽所×

八戸油槽所×

苫小牧製油所室蘭製油所

西日本の製油所の稼働率８４％以上へ

輸出抑制、需要抑制 拠点ＳＳの整備
酒田油槽所

ＪＸ
大分製油所

昭シェル
山口製油所

出光
徳山製油所 ＪＸ

水島製油所

太陽
四国事業所

コスモ
坂出製油所

ＪＸ
麻里布製油所

東燃ゼネラル
和歌山工場

コスモ・四日市製油所
昭シェル・四日市製油所

東北地方＇被災地（及び関東圏でのガソリン・軽油等の供給確保
，緊急の供給確保措置と拡大輸送ルートの設定，

・東北地方への重要供給拠点
・タンク貯蔵量９１－４万ｋｌ
・出荷能力９約４,／／／ｋｌ．日※

※全油種合計の能力

＇参考（

・宮城県の０日あたり
の燃料油販売量は、
約０万ｋｌ．日

・東北全体では２－７
万ｋｌ．日

関東圏
への安
定供給出光

愛知製油所

・関東圏の製油所にお
ける製品在庫の取り
崩し＇約２万ｋｌ（

・事業者間連携による
円滑な供給体制

西日本の製油所における製
品在庫の取り崩しと関東へ
の転送＇２日以内に４万ｋｌ（

コスモ・堺製油所
東燃ゼネラル・堺工場

稼働率アップによる追
加増産分等を東北地
方に転送＇約１万ｋｌ/日（

・ローリーの大量投入
・鉄道による輸送ルートの確保

3月17日の臨時記者会見にお
いて経産大臣より発表 

；参考＝ 
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＇2（東日本大震災時からの教訓 

 

○発災直後から、被災地での救援、医療、ライフラインや通信インフラの稼動、被災者
の避難、避難所等での暖房・調理等の必要性から、一刻も早い石油製品の供給安
定化が求められた。 

 
  ※発災直後より、１３時間体制で、官邸から要請のあった個別需要先への燃料供給に対応開始  

     ＇例（  ・病院、水道、通信施設等の稼動を支える燃料の供給を石油会社が共同で実施              
・緊急輸送ヘリコプター向けのジェット燃料を福島空港までピストン輸送 

・津波によって給油所が崩壊した地域には燃料をドラム缶で輸送  等  
 
 

○通常の商圏を超えた、タンカー＇船舶（、タンク車＇貨物鉄道（、タンクローリー＇車（等
あらゆる手段による長距離輸送が必要となった。 

   

  ※発災後、各省・関係企業等との連携によって石油供給ロジスティクスを立て直した。  
    ・ 津波被害港湾の啓開＇塩竃港（によりタンカーの入港が可能に 
    ・ JR貨物による日本海側経由の迂回輸送が、東北本線不通時のバックアップとして機能 
    ・ 被災地外からのタンクローリー大量投入による輸送も実施 
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１－首都直下地震・南海トラフ巨大地震への備え 
＇石油供給インフラの強靭化（ 



＇3（首都直下地震・南海トラフ巨大地震で想定しうる、燃料供給障害 

 燃料供給拠点は、太平洋側に集中。首都直下型地震や、南海トラフ巨大地震＇三連動地震（が発生した場合、
日本全体の供給能力は相当長期にわたり大きく毀損されるおそれがある。 
  

 【首都圏、東海地震防災対策強化地域、東南海・南海 

  地震防災対策推進地域にある拠点＇対全国比（ 】 
石油精製  ９ 約６８％＇内、関東約２７％（ 
石油タンク  ９ 約５／％＇内、関東約１５％（ 

LNG基地   ９  約７５％＇内、関東約３０％（ 
LPG基地    ９ 約７３％＇内、関東約約２５％（ 
LNG火力    : 約７３％＇内、関東約３３％（ 
石炭火力    ９ 約２８％＇内、関東約４％（ 
石油火力    :  約５／％＇内、関東約１６％（ 

＇注（ 
石油精製９製油所の原油処理能力の対全国比率 

石油タンク９製油所・油槽所等のタンク容量の対全国比率 

LNG基地９稼働中の輸入基地における受入規模の対全国比率 
LPG基地９輸入基地における実貯蔵能力の対全国比率 
LNG火力９LNG火力の発電設備容量の対全国比率 
石炭火力９石炭火力の発電設備容量の対全国比率 
石油火力９石油火力の発電設備容量の対全国比率 

首都直下型地震 

南海地震 

【今後30年以内の地震発生確率】 
東海９88％程度、東南海地震９70％程度、南海９60％程度 
※いずれも、マグニチュード8クラスのものであり、マグニ チュー
ド9以上の地震や連動型を想定したものではない。 

出典９平成24年2月 地震調査研究推進本部＇文部科学省（ 

東南海地震 

東海地震 

南海トラフ巨大地震＇三連動地震（ 
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＇4（製油所・油槽所の強靭化＇石油製品備蓄、出荷・受入機能の強化（ 

○石油精製設備の多くは、大きな揺れで緊急停止する。安全確認ののち再稼働するまでの間は、①製油所・油槽所内にある

石油製品備蓄＇国家備蓄・民間備蓄（の放出、②海外からの石油製品の緊急輸入、で安定供給を維持することが必要。 

○このため、製油所の精製機能が停止している間も、備蓄石油製品や輸入石油製品の出荷・受入拠点として稼働しうるよう、

その強靭化を進めている。 

 →地震対策や液状化対策＇岸壁・桟橋等の側方流動対策も含む（、大型石油製品タンカー受入能力の確保、受入配管の増

強＇製油所には出荷配管しかない場合がある（、非常用電源・ポンプ増強（等 

〔受入・出荷機能強化〕 
・ローリーラック設備のバックアップ 

・タンカーから石油製品をタンクに受け入れるた
めの配管の新設・増設 

〔製品備蓄の強化〕 
・大地震が発生すれば精製設備は一定期間の
停止を余儀なくされるため、原油ではなく石油
製品の備蓄を強化することが必要。 

桟橋 

配管 

出荷設備 
エリア 

製品タンク 
エリア 

⑤ 
② 

④ 
韓国南岸 

ロシア＇ウラジオストック、ナホ
トカ（ 

シンガポール 台湾 

〔液状化対策〕 
・岸壁・桟橋の側方流動対策を含
む液状化対策の強化 

検討・推進するポイント 

原油タンク 
エリア 

泊地 

太平洋側の大半の精製設備が稼働不能になった
場合、①備蓄石油製品＇国家備蓄・民間備蓄（の
放出、②海外からの緊急製品輸入が必要になる 
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＇5（コンビナート等における地震・液状化対策等 

阪神淡路大震災時 

神戸市御影浜タンクヤード＇LPG（の液状化と側方流動 

東日本大震災時 

＇出所（早稲田大学濱田教授資料 

地震や液状化による損壊 ＇出所（国土交通省資料 

○石油製品の出荷・受入機能の強靭化にあたっては、東日本大震災で２製油所が地震・津波被害で長期間機能停止したこと

や、阪神大震災時に神戸港で液状化・側方流動が発生したことの反省が必要。 

○国会に提出中の24年度補正予算案として「産業・エネルギー基盤強靭性確保調査事業」＇43億円（を計上。首都直下地震

等の想定を用いて、三大湾を中心に、コンビナート敷地内の地震・液状化等のリスクに対する耐性総点検を行う。港湾行政

＇コンビナート港湾における地震・津波対策（との連携のもと、リスク耐性強化を進めることが必要。 
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